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１．本技術研究開発制度の概要 
 
１．１ 本技術研究開発制度の目的・性格 
○ 広範な研究者から研究を募り、「学」の知恵、「産」の技術を幅広い範囲で融合すること

により、道路政策の質の向上に資することを目的としています。 
   本技術研究開発制度は、道路分野をはじめとする広範な研究者から研究を募り、「学」

の知恵（学会や海外の最新情報など）、「産」の技術（新技術のシーズなど）を幅広い範

囲で融合することにより、道路政策の質の向上への貢献を図ることを目的としていま

す。このため、研究成果の道路分野への貢献内容が明確であることが、研究採択にあた

っての必要条件となります。 

○ 公募により競争的に選択・採択し、委託により実施する技術研究開発制度です。 

   本技術研究開発制度において実施する研究は、公募により研究者から提案のあった

ものについて、国土交通省道路局に設置される新道路技術会議（以下「会議」という。）

における審査を通じて競争的に選定・採択し、国土技術政策総合研究所、地方整備局・

北海道開発局・内閣府沖縄総合事務局、地方整備局・北海道開発局・内閣府沖縄総合事

務局の道路関係事務所等（以下「地方整備局等」という。）、または国土交通省道路局国

道・技術課並びに国土技術政策総合研究所が事務手続きを委託する請負者（以下「事務

請負者」という。）との委託契約により実施します。 

○ 純粋な道路分野に加え、道路分野への活用・応用が期待できる幅広い領域の研究を対

象としています。 

   本技術研究開発制度は、純粋な道路分野に加え、道路分野への活用・応用が期待でき

る基礎的な要素技術から総合的な応用技術まで、初期段階から実用化※に近い最終段階

まで、新しい技術の動向を想定した新しい道路技術に関する研究を含む幅広い領域の

研究を対象としています。なお、研究要素に乏しく、既存技術の製品化等が主たる目的

と見なされた場合、会議の判断により審査対象とならないことがありますのでご注意

下さい。 

  ※実用化のイメージ 

  ［ソフト分野］マニュアル又は施策への反映 等 

  ［ハード分野］基準類（技術基準・要領、発注仕様書等）への反映 等 

○ 道路政策において国内展開を基本としながら、加えて国際展開にも資する技術を対象

としています。 
   本技術研究開発制度は、道路政策において、日本国内に加えて海外へのインフラ輸出

や日本規格の国際規格化など、日本の技術やノウハウ等の国内展開を基本としながら、

国際展開にも資する技術を対象としています。 

○ 道路行政の技術開発ニーズによる研究の方向性や成果イメージ等を踏まえた道路政策

の質の向上に資する研究を支援します。 
 本技術研究開発制度は、道路行政の現場のニーズや実用化に向けた成果イメージ等

を踏まえ、道路政策の質の向上への貢献が期待できる幅広い研究を支援します。 
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１．２．募集する研究 
１．２．１ 本技術研究開発制度で募集する研究 
 本技術研究開発制度は、本格研究、ＦＳ研究、短期研究の３種類の研究を募集しています。 

参考 URL：https://www.mlit.go.jp/road/tech/shinki/koubo.html 

 
いずれも、１．３に記述する政策テーマ毎に設定した様々な道路行政の技術開発ニーズに

対応する研究や、道路行政の技術開発ニーズに記載はなくとも新たな発想に基づく研究で、

道路政策の質の向上に資する技術研究開発を募集します。 
FS 研究では、研究内容が従来の技術開発には類のない革新的な内容である場合等に、本

格研究の実施に先立ち、本格研究の実行可能性等について検討・分析を行うものを募集しま

す。 
短期研究では、研究の実施により短期間で成果が期待できるものを募集します。 
FS 研究・短期研究の募集については、「FS 研究・短期研究 募集要領」をご参照下さい。 

 
１．２．２ 本格研究で募集する研究 
本格研究としては、研究規模が年間 500 万円程度から最大 5,000 万円、研究期間が最大

3 年程度の技術研究開発を募集します。 
FS 研究の進捗状況や成果を踏まえ、本格研究を実施するにあたっては、FS 研究の実施

中または実施後に本募集要領に基づく応募を行い、審査を受ける必要があります。 
なお、短期研究を実施後、更なる技術開発を目指し、本格研究の実施を希望される場合、

引き続き本格研究へ応募することを妨げるものではありません。その場合、別途、短期研究

の実施後に本募集要領に基づく応募を行い、審査を受ける必要があります。 

分類 本格研究 ＦＳ研究 短期研究 

概要 
・道路行政の技術開発ニーズに対応する研究開発 

・提案型研究開発 

研究規模等 

500 万円程度から 

最大 5,000 万円/年 

最大 300 万円/年 

 

従来の技術開発には類

のない革新的な内容で

ある場合等に、本格研

究の FS 調査として実施

するもの 

最大 300 万円/年 

 

研究の実施により短期

間で成果が期待できる

もの 

研究期間 最大３年間程度 最大１年間程度 

１年間程度/回 

（同じテーマで連続  

２回まで申請可能） 



 

 3

令和９年度の委託研究（採択テーマ数）は、５件程度を想定しておりますが、本技術研究

開発制度の予算総額を踏まえ、応募される研究テーマの内容等に応じて検討・決定される予

定です。 
また、研究要素に乏しく、既存技術の製品化等が主たる目的と見なされた場合、会議の判

断により審査対象とならないことがありますのでご注意下さい。 
 
１．３ 道路行政の技術開発ニーズ 
道路行政の技術開発ニーズは、第６次社会資本整備重点計画における重点目標等に基づき

設定する下表の５つの政策テーマを実現するため、道路行政の現場の声をもとに設定したも

のであり、以下に示す道路局ホームページに掲載しています。なお、当該ニーズは、今後の

社会情勢の変化等を踏まえ、随時更新していく予定です。 

・道路行政の技術開発ニーズ 

https://www.mlit.go.jp/road/tech/donyu/index.html 
 

道路局の政策等については、以下の道路局のホームページを参考にして下さい。 

・道路政策ビジョン「2040年、道路の景色が変わる」 

https://www.mlit.go.jp/road/vision/index.html 
・WISENET（ワイズネット）2050・政策集 

https://www.mlit.go.jp/road/wisenet_policies/ 
・「社会資本整備審議会 道路分科会 国土幹線道路部会 令和６年能登半島地震を踏まえた

緊急提言」（令和6年6月） 

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001751788.pdf 

・「第23回 社会資本整備審議会 道路分科会 道路技術小委員会 令和6年能登半島地震を踏

まえた技術基準等の対応方針（案）」 
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001756383.pdf 

 

■表：政策テーマ 

政策テーマ 
（第６次社会資本整備重点計画等） 

○テーマⅠ：活力のある持続可能な地域社会の形成 

○テーマⅡ：強靱な国土が支える持続的で力強い経済社会 

○テーマⅢ：インフラ分野が先導するグリーン社会の実現 

○テーマⅣ：戦略的・計画的な社会資本整備を支える基盤の強化 

○テーマⅤ：道路施策の実効性を確保 
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【参考情報】 

  国土交通省道路局における本技術研究開発制度の概要、及び国土技術政策総合研究所・

土木研究所における研究内容・成果等の詳細については、以下を参照下さい。 
https://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html 
（国土交通省道路局 道路政策の技術研究開発） 
https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tn_nilim.htm 
（道路調査費等年度報告（国土技術政策総合研究所資料 一覧） 
https://www.nilim.go.jp/ （国土技術政策総合研究所ウェブサイト） 
https://www.pwri.go.jp/ （土木研究所ウェブサイト） 

 
１．４ 技術研究開発の委託契約 
会議が研究開発活動に携わる広範な研究者から研究を募り、審議の上、採択研究課題を

決定します。道路局は、会議の審議結果に基づき、必要に応じて、提案者との合意のも

と、産・学・官のコンソーシアム等、提案毎に研究体制を確立します。委託契約について

は、国土技術政策総合研究所、地方整備局等、もしくは国土技術政策総合研究所、地方整

備局等が事務手続きを委託する請負者と締結します。 

 
２．応募資格等 
２．１ 応募資格 
研究代表者及び共同研究者は、次のいずれかに該当する研究機関等で研究開発に従事す

る者とします。以前に本技術研究開発制度において課題が採択された方の応募も可能で

す。 

一 大学等の研究機関 
二 国又は地方公共団体における研究機関 
三 研究を目的に持つ独立行政法人、高速道路株式会社、日本下水道事業団 
四 研究を目的に持つ特例社団・財団法人、公益社団・財団法人、一般社団・財団法人 
五 民間研究機関（研究業務を行っている機関） 
六 新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた学会及び業界を代表

する協会 

七 公共事業を行う第三セクターのうち新道路技術会議が委託研究を実施することが適当

であると認めた法人 
八 その他、特に新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた法人又

は個人 
九 前各号の要件を満たす複数の機関又は研究者からなる共同研究体 

ただし、『道路関係業務の執行のあり方最終報告書（H20.4.17）』に基づき、社会資本整

備事業特別会計道路整備勘定からの支出を取り止める15の道路関係公益法人（(社)国際建設

技術協会、(財)河川情報センター、(財)自動車検査登録情報協会、(財)全国建設研修センタ

ー、(財)ツール・ド・北海道協会、(財)都市緑化基金、(財)日本不動産研究所、(財)北海道
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地域総合振興機構、(財)民間都市開発推進機構、(社)国土政策研究会、(社)道路緑化保全協

会、(社)日本道路建設業協会、(社)広島県トラック協会、(社)北海道オートリゾートネット

ワーク協会、(社)街づくり区画整理協会）については、委託研究の契約機関から除外しま

す。なお、これら道路関係公益法人の研究者が共同研究者（研究代表者を除く。）となるこ

とは可能とします。 

また、海外の研究者が研究に参画することは可能です。 

 
 契約は、上記九に該当する場合を除き、原則として、研究代表者の所属する機関と行う

こととし、当該機関は、国土技術政策総合研究所、地方整備局等、もしくは国土技術政策

総合研究所、地方整備局等が事務手続きを委託する請負者が提示する契約書（案）に合意

するとともに、必要とする手続き・措置等を速やかにかつ適切に遂行できる体制を有して

いることが必要です。さらに、研究代表者の所属する機関は、契約の時において、予算決

算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当しない者で、か

つ、国土技術政策総合研究所長もしくは地方整備局等の長から建設コンサルタント業務等

に関し指名停止を受けている期間中でないことが必要です。また、上記五に該当する場合

は、契約の時において、国土技術政策総合研究所もしくは地方整備局等における建設コン

サルタント業務に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていなければなりませ

ん。 
上記九に該当する場合は、委託契約は当該共同研究体と行います。なお、国土技術政策

総合研究所と委託契約を締結する場合は、委託契約を締結するまでに「国土技術政策総合

研究所の委託研究における共同研究体方式の取扱いについて」（平成22年12月１日。国総

研HP参照）に示すところにより共同研究体協定書を締結いただき、委託契約を行いま

す。共同研究体とは、各々の研究者の所属する全機関があらかじめ共同研究協定書を締結

し、当該共同研究協定書に基づき研究分担を行いつつも、全体の研究については連帯して

責任を負う組織体をいいます。研究代表者が研究の進行及び資金の配分について全責任を

負い、研究代表者のもとで共同研究者が研究を分担する場合は、共同研究体には該当しま

せん。 

なお、競争的研究資金の不合理な重複（同一の研究者による同一の研究課題に対して、

複数の競争的研究資金が不必要に重ねて配分される状態）や過度の集中（同一の研究者又

は研究グループに当該年度に配分される研究費全体が、効果的、効率的に使用できる限度

を超えている状態）を排除する観点から、本技術研究開発制度で採択された研究課題の研

究代表者が、研究期間中に重複して新たに本技術研究開発制度に研究応募することはでき

ません。 

また、研究課題が十分遂行し得るかを判断する際の参考とするため、応募研究の研究代

表者及び共同研究者のエフォート（研究代表者及び共同研究者の全仕事時間に対する当該

研究課題等の実施に要する時間の割合）の提出を求めます（エフォートの記入要領につい

ては、P.27「５．研究費の応募・受入等の状況・エフォート」を参照下さい）。 
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２．２ 提出期限及び提出先 
 下記期限までに、電子メールにて提出いただくことを原則とします。なお、FAX、郵送、

持参等の書面による提出は受け付けません。 
提出期限：令和８年１１月１３日（金）（必着） 

  提 出 先：  
国土交通省 道路局 国道・技術課 
新道路技術会議事務局 
e-mail: hqt-sindourogijutsu@gxb.mlit.go.jp 

 
２．３ 提案書類の様式 
 提案書類は別紙３の記載例を参照の上、提出下さい。なお、提案書類は、日本語で作成下

さい。 
 
２．４ 提案書類の提出部数 
提案書類の提出部数は、電子データ１式とします。また、提案書類の提出時に「応募書類

提出票」及び「研究概要資料（研究の概要（ポイント）をパワーポイント原稿４枚にまとめ

たもの（詳細は P.28 参照））」を併せて提出下さい。 
 
２．５ 提案書類の添付書類 
提案書類には、以下の資料又はこれに準ずるものを添付下さい。なお、大学又は会社法人

の場合、下記①～③は大学／会社案内、パンフレット等、該当する既存資料のスキャンデー

タ等で結構です。また、共同研究の場合、研究代表者に加え、全ての研究者の所属機関につ

いて、添付書類を提出下さい。 
① 法人の経歴書 
② 研究機関の事業報告書等、役員名簿等及び定款等の写し（最新のもの） 
③ 当該調査研究に関する事業部、研究所等の組織等に関する説明書 
応募にあたって提出が必要な提案書類及び添付書類を整理すると、以下のとおりです。 
・提案書類 
（提案書、研究開発年次計画・経費の見込み、令和９年度計画、令和９年度の必要経費概

算、研究費の応募・受入等の状況・エフォート、応募書類提出票） 
・研究概要資料（パワーポイント原稿） 
・法人の経歴書 
・事業報告書等、役員名簿等及び定款等の写し（前年分） 
・組織等に関する説明書 
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２．６ 提案書類の受理 
応募資格を有しない者の提案書類又は提出された提案書類に不備がある場合は、受理で

きません。 
提出された提案書類を受理した場合は、電子メールにて受信の連絡をします。提案書類を

はじめ、提出された応募関係書類はお返ししませんので、その旨予めご了承下さい。 
 
２．７ 提案書類に不備があった場合の取扱い 
応募された提案書類について、募集要領に従っていない場合や不備がある場合、また、提

案書類の記述内容に虚偽があった場合は、応募を原則無効とします。 
 
２．８ 秘密の保持 
提案書類は委託先の特定のためにのみ利用し、公表はいたしません。ただし、研究の実施

が適当であると判断された研究については、その研究計画の概要等を公表することがあり

ます。それ以外の提案書類については、新道路技術会議事務局（以下「事務局」という。）

で責任を持って保管、廃棄いたします。 
 
２．９ 研究代表者及び共同研究者について 

同一の研究内容で、国土交通省及び他省庁等の補助金等を受けている研究の提案は認め

ません。同一の提案者が同一の研究内容を重複して提案することもできません。また、研

究の提案にあたっては、研究代表者をはじめとする各研究者は研究の円滑な遂行に必要な

時間を適切に確保することに留意下さい。 
止むを得ない特段の事情が無い限り、研究代表者の研究期間中の変更は認められません。

研究期間終了まで責任を持って研究遂行が可能な研究代表者を選定下さい。また、提案書

類に記載した共同研究者の変更は、止むを得ない特段の事情のほか、新道路技術会議本会

議による承認を経た場合以外は、原則として認められません。 
 
２．１０ 不正使用・不正受給ならびに研究上の不正について 
２．１０．１ 不正使用及び不正受給への対応 

研究者の所属する機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実

施基準）（平成 27 年 6 月 2 日改正）（以下、「ガイドライン」という。）」（国土交通省ウェブ

サイト（https://www.mlit.go.jp/common/001091878.pdf 参照）に準じて、費用の不正使用

等の防止等を図るための取組を実施する必要があります。 
また、国土交通省は、本公募に係る費用について、不正な使用及び不正な受給を行った研

究者及びそれに共謀した研究者や、不正使用又は不正受給に関与したとまでは認定されな

かったものの、善管注意義務を怠った研究者に対して、ガイドラインに準じて、事案に応じ

て、国土交通省所管の研究資金への応募申請の制限、研究資金配分機関への不正の概要の提
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供等の措置ができることとします。 
 
２．１０．２ 研究活動における不正行為への対応 
 研究者の所属する機関は、「研究活動における不正行為への対応指針（平成 27 年 6 月 2
日改正）（以下、「指針」という。）」（国土交通省ウェブサイト（https://www.mlit.go.jp/com
mon/001091876.pdf 参照）の第 4 章から第 5 章に準じて、不正行為（捏造、改ざん及び盗

用）を未然に防止するための取り組みを実施する必要があります。 
 また、国土交通省は、本公募に係る費用について、不正行為（捏造、改ざん、盗用）があ

ったと認定された場合、不正行為があったと認定された研究の不正行為に関与したと認定

された者や、不正行為に関与したとまでは認定されていないものの、不正行為があったと認

定された研究に係る論文等の内容について責任を負う者としてされた当該論文等の著者に

対して、指針の第 6 章 6.（4）に準じて、事案ごとに、費用の配分停止、申請の不採択、国

土交通省所管の研究資金への応募申請の制限、研究資金配分機関への不正の概要の提供等

の措置ができることとします。 
なお、本技術研究開発制度では、「国土技術政策総合研究所 研究活動における不正行

為への対応に関する規定（平成 30 年 4 月 16 日国総研達第 24 号）」に準じて、委託研究に

おける不正行為の未然防止の一環として、応募者は国土交通省が所管する競争的資金によ

る研究において、研究資金の応募申請制限措置が下されている者等に該当しないことが応

募条件となります。 
 
２．１０．３ 研究機関における研究インテグリティの確保について 
 「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保

に係る対応方針について」（令和 3年 4月 27 日 統合イノベーション戦略推進会議決定）を

踏まえ、企業、大学、研究機関等が、所属する研究者の人事及び組織のリスク管理として必

要な情報（職歴・研究経歴、兼業等の所属機関・役職、当該機関外からの研究資金や研究資

金以外の支援及び当該支援の相手方）の報告・更新を受けるとともに、そのための利益相反・

責務相反をはじめ関係の規定及び管理体制を整備し、報告・更新を受けた情報に基づき、産

学連携活動における利益相反・責務相反管理と同様に、適切なリスクマネジメントを行うこ

とを求めます。  

 また、研究代表者及び研究分担者が所属する機関に対し、これらに関する規定の整備及び

情報の把握・管理の状況の確認等必要に応じて照会を行うことがあります。 

 
３．審査方法等 
３．１ 審査方法・体制 
提出された提案書類の審査は、道路局に設置する専門家からなる新道路技術会議におい

て行われます。なお、下記の審査手順のうち、ヒアリング審査の実施にあたっては、審査対

象となる研究をソフト分野（例：道路計画等）及びハード分野（例：道路構造物の設計・施
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工等）に区分し、２つの評価分科会にて実施します。各分科会は、新道路技術会議委員、国

土交通省道路局担当行政官及び国土技術政策総合研究所担当研究官で構成されます。 
 
３．２ 審査手順 
提出された提案書類について、応募の要件を満たしているか等を確認の上、提案書類の内

容について、一次審査、ヒアリング審査、二次審査を行います。 
一次審査は、提案書類の内容について、審査基準に基づき、担当行政官と研究官が研究の

必要性、研究成果の有効性、研究計画の妥当性の観点から評価を行います。 
ヒアリング審査は、一次審査を通過した研究について、各分科会において提案者からヒア

リングを行います（別紙１参照）。この際、FS 研究を実施中の場合は、その進捗状況・成果

やそれらを踏まえた本格研究の実行可能性について特に説明を求めます。 
二次審査は、ヒアリング審査の結果を踏まえ、会議での合議により行います。 
審査においては、研究成果の有効性が担保できるかを判断するため、国内外における既存

研究の状況や応募者の関連分野における研究実績（提案書類の様式「⑦既存研究の成果等」

等）を考慮しますので、留意下さい。また、経費の内訳等提案内容に不明なことがある場合

は、提案者に対して説明を求めることがあります。 
 
３．３ 審査基準 
研究の審査は、研究の必要性、研究成果の有効性及び研究計画の妥当性（注）の観点から行

います。 
一次審査における分野別の審査基準は以下のとおりです。なお、審査基準のうち研究成果

の有効性については、道路行政の技術開発ニーズの的確な把握を重視します。また、研究計

画の妥当性については、研究経費の適切さが重要な審査対象になりますので、十分ご注意下

さい。 
 
 ○本格研究 

 研究の必要性：２０％ 研究成果の有効性：６０％ 研究計画の妥当性：２０％ 
（注）研究の必要性 ： ①道路行政の技術開発ニーズに適合しているか・研究に社会的意義があるか 

②発想や期待される成果、研究方法にこれまでにない新規性があるか。 

さらに新たな政策研究への展開を開けるなど先導性があるか。 

研究成果 

の有効性 ：  ①今後の道路行政に対する実効性のある成果が望めるか。 

   ②研究開発により、業務の効率性が大幅に向上するか。 

研究計画 

の妥当性 ： ①研究の目的に沿って、研究期間内に目指す目標を達成するために適正かつ研究規模に

応じた実施体制（人員、役割・責任分担、設備、スケジュール、連携先等）となっているか。 

   ②研究成果に見合ったコストとなっており、研究経費の内容 

 （外注がある場合はその必要性、範囲等を含め）も適切であるか。 

                     ※必要に応じ、研究代表者に内訳等の追加資料を求めるものとする 

③ＦＳ研究の進捗状況や成果、または独自の研究の成果等、研究の現在の到達点を踏まえ、

本格研究として想定している成果が望めるか。 
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３．４ 結果の通知 
 公募案件の審議結果については、結果を問わず、会議事務局から通知します。電話や電

子メールなどによる、審議結果のお問い合わせにはお答えできませんので、ご了承下さい。 
 なお、審議結果の通知及び公表は、3 月中下旬頃を予定しています。 
 また、国土交通省では、行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）及び国土

交通省政策評価基本計画（令和 6 年 3 月）に基づき、個別研究開発課題について事前評価

を実施し、「個別研究開発課題評価書」を公表することとなっています。 
本格研究で採択した研究については、国土交通省道路局 HP 上での公表に加えて、「個別

研究開発課題評価書」の様式でも結果を公表します。 
 

４．採択後の手続き 

 採択された技術研究開発の提案書については、採択後、研究計画書として提出いただき

ます。この際、新道路技術会議における審議結果を踏まえ、研究計画の修正を求める場合

があります。提出いただいた研究計画書に基づき、国土交通省国土技術政策総合研究所、

地方整備局、もしくは国土交通省国土技術政策総合研究所、地方整備局が事務手続きを委

託する請負者と委託契約を締結していただきます。委託研究契約書（案）を参照してくださ

い。事務手続は、国土技術政策総合研究所における委託研究取扱要領（抄）に準じて実施し

ます。 
 
５．研究成果の評価 
会議は、研究成果の評価を行うため、中間評価及び事後評価を実施します。研究成果の評

価にあたっては、審査対象となる研究をソフト分野（例：道路計画等）及びハード分野（例：

道路構造物の設計・施工等）に区分し、２つの評価分科会（以下、「分科会」という。）にて

実施します。各分科会は、新道路技術会議委員、国土交通省担当行政官及び担当研究官で構

成されます。なお、中間評価・事後評価いずれの場合も評価結果を公表する予定です。 
中間評価については、複数年度にまたがる研究を対象として、研究成果について毎年度、

研究の見通しや進捗、研究の目的に沿って研究期間内に目指す目標の達成状況、研究費の配

分や研究継続の妥当性などについて評価を行い、次年度以降の研究費の適正化をはかりま

す。研究者は、中間評価における指摘事項の反映等を行い、次年度以降の研究の適切な実施

を図っていただきます。なお、中間評価において成果の見込みがないと判断されたものにつ

いては、研究委託を打ち切ります。検討の結果、大きな成果が認められるものは当初の研究

期間を超える継続も検討します。 
事後評価については、研究期間が終了した研究を対象として、研究代表者から研究成果に

関する報告を求め、研究の目的に沿って研究期間内に目指した目標の達成度や研究成果の

活用・発展性、道路政策の質の向上への反映見込みなどについて評価を行います。事後評価
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の結果、評定が優れた研究については表彰するとともに、記念品（表彰盾）を贈呈します。 
研究期間内に目指す目標が変更された場合は、その変更の趣旨を踏まえて評価を行いま

す。(＊) 
 

(＊) ・例えば、研究開始後に生じた新たな事実の発見や社会情勢の変化等により、採択時に

目指した目標が変更された場合は、変更後の目標をもとに評価します。 

・一方、例えば、本人の責により研究の進捗状況が思わしくなく、採択時に目指した目

標の達成をあきらめて、目標が変更された場合は、採択時の目標をもとに評価します。 

 
なお、研究期間終了後、フォローアップ調査（アンケート、ヒアリング等）を行う予定で

すので、ご協力をお願いします。 
 
６．研究成果の発表について 
新道路技術会議における研究成果については、各種学会や日本道路会議等の研究発表の

機会に積極的に発表して頂きますようお願いします。 
 なお、発表の際には、委託研究契約書に従い、新道路技術会議における委託研究であるこ

とを明示頂きますようお願いします。 

 
７．知的財産権の取扱いについて 
委託研究において発生した知的財産権は、原則、委託者である国に帰属しますが、産業

技術力強化法に基づき、所定の手続により受託者（研究代表者が所属する研究機関等）に

帰属させることができます。委託研究契約書を参照して下さい。また、事務手続は、国土

技術政策総合研究所における知的財産権に関する手続の流れに準じて実施します。 

 
※委託契約における無人航空機の調達及び使用について 
 採択後に締結した委託契約において、無人航空機及びこれに関連する機器等を調達する

場合、「政府機関等における無人航空機の調達等に関する方針について」（令和２年９月）に

基づく審査が事前に必要となります。なお、審査には数か月要すること、使用予定の製品等

の調達が認められないことや使用の用途及び範囲が制限される場合があります。 

 また、既に所有または調達した無人航空機を委託契約において使用する場合は、取り扱う

情報の機微性や研究の内容に応じて、委託者が定めた情報流出防止策を講じる必要があり

ます。 

 
８．問合せ先 
本募集要領に関する問合せは、下記まで電子メールにて日本語でお願いします。電子メ

ール以外の問い合わせは、原則として受け付けしませんので、ご了承下さい。なお、本技

術研究開発制度の募集要領に関する主なＱ＆Ａについては、別紙２を参照下さい。 
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〒100-8918 東京都千代田区霞が関二丁目一番三号 
国土交通省 道路局 国道・技術課  
新道路技術会議事務局 

電子メール：hqt-sindourogijutsu@gxb.mlit.go.jp 
受付時間：１０：００～１７：００（土日曜、休祝日除く。） 
ＵＲＬ：https://www.mlit.go.jp/road/tech/gijutu/outline.html 

  



 

 13

 
 

【ヒアリング審査概要】 
 

評価分科会は、一次審査を通過した研究の詳細を確認し、評価を行うため、次のとおり

ヒアリング審査をオンライン会議形式で実施します（実施時期は１２月中下旬頃を予

定）。 

 

１．実施方法 

（１）出席者 

ヒアリング審査の出席者は、評価分科会の各委員及び新道路技術会議関係者としま

す。なお、ヒアリング審査は非公開で実施します。 

 

（２）時間の配分 

研究１件あたり２０分とします。時間配分の目安は以下のとおりです。 

① 提案者からの研究内容等の説明・・・・・・・・・・・・１０分程度 

② 質疑応答等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０分程度 

 

（３）説明者 

説明者は、原則として研究代表者としますが、必要に応じて共同研究者による補足

説明も可とします。なお、共同研究者の参加人数に制限はありませんが、説明及び質

疑応答は時間内に収まるようにご留意下さい。 

 

（４）説明資料 

説明資料は、提案者が応募時に提出した提案書類（研究概要、提案書）を使用するも

のとします。 

 

２．説明者に対する注意事項 

（１） ヒアリング審査をオンライン会議形式で実施します（研究評価会開催前に事前接

続・画面共有の確認が可能です）。 
（２） ヒアリング審査の実施にあたっては、一次審査の結果、ヒアリング審査対象案件と

なった場合のみ提案者に連絡します（１２月中下旬頃を予定）。 

（３） オンライン会議室に入室（ログイン）後は、自身の端末上で説明資料（研究概要及

び／又は提案書）を立ち上げ、画面共有機能により説明を開始下さい。説明時間が

短い（１０分）ので、説明はできるだけ簡潔に行って下さい。 
（４） オンライン会議形式によるヒアリング審査の開催が確定した場合は、会議詳細につ

いて事務局より別途連絡します。 
（５） ヒアリング審査では、共同研究者の参加も可能で参加人数に制限はありません。 

別 紙 1 
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【本技術研究開発制度に関するＱ＆Ａ（募集要領関連）】 
 

Ｑ Ａ 

 海外への展開につい

て 

本技術研究開発制度は、国内の道路政策課題のみならず、国

外における技術研究開発の展開などに繋がる研究についても、

幅広く募集対象としています。 

応募研究テーマの評

価の考え方・着眼点

について 

本技術研究開発制度では、道路行政の実務への適用性を特に重

視しているため、現下の道路行政の技術開発ニーズや道路行政が

抱える課題の解決にどの程度資するかが、評価の重要な視点とな

ります。 

このため、研究期間内には、上記の観点から一定の研究成果を

示していただくことが必要です。なお、研究要素に乏しく、既存

技術の製品化等が主たる目的と見なされた場合、会議の判断によ

り審査対象とならないことがありますので注意下さい。 

実施体制について 本研究開発制度では道路行政の実務への適用性を重視してい

るため、産官学が連携した研究体制について推奨します。 

地方整備局等との連

携について 

地方整備局等と連携して技術研究開発を遂行する場合に、応募

の段階で地方整備局等とあらかじめ体制を調整しておくことを

妨げるものではありません。 

道路行政の動向につ

いて 

最新の道路行政の動向については、以下を参照下さい。 
 
「道路分科会基本政策部会 提言 
道路政策ビジョン『2040、道路の景色が変わる～人々の幸せにつな

がる道路～』」（令和 2 年 6 月） 
https://www.mlit.go.jp/road/vision/index.html 

「道路分科会国土幹線道路部会  
持続可能な国土幹線道路システムの構築に向けた取組 
中間とりまとめ」（令和 2 年 9 月） 
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001365.html 

「道路分科会国土幹線道路部会 中間答申」（令和 3 年 8 月） 
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/road01_sg_000569.html 

「道路分科会国土幹線道路部会 高規格道路ネットワークのあり方 

中間とりまとめ」（令和 5 年 10 月） 
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/road01_sg_000661.html 

「WISENET（ワイズネット）2050・政策集」（令和 5 年 10 月） 
https://www.mlit.go.jp/road/wisenet_policies/ 

「令和 9 年度道路関係予算概算要求概要」（令和 8 年 8 月） 
https://www.mlit.go.jp/page/content/002018603.pdf 

 

別 紙 ２ 
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Ｑ Ａ 

採
択
実
績 

これまでに採択され

た研究テーマについ

て 

 

 

本技術研究開発制度において、過年度に採択された研究テーマ

については、技術研究開発成果を参考にして下さい。 

（技術研究開発成果）

https://www.mlit.go.jp/road/tech/jigo/jigo.html 
 

契
約
手
続 

採択後の契約手続き

について 

 新道路技術会議における審査を経て採択された研究について

は、採択後、国土交通省国土技術政策総合研究所、地方整備局

等、もしくは国土交通省国土技術政策総合研究所、地方整備局

等が事務手続きを委託する請負者等と委託契約を締結した上で

技術研究開発を実施いただきます。 

 

そ
の
他 

共同研究体について  共同研究体は、応募研究が採択された後、国土技術政策研究

所、地方整備局等、もしくは国土交通省国土技術政策総合研究

所、地方整備局等が事務手続きを委託する請負者等との委託契

約の時までに、共同研究体協定書を締結いただく必要がありま

す。 

 なお、応募の段階では、この必要はありません。 

委託料の支払いにつ

いて 

委託料の支払い方法としては、原則、精算払（当年度の研 究
終了後に、一括にて支払う。）です。これによりがたい場 合
は、委託者との協議が必要です。 
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応募書類提出票 
 
 

 
「研究テーマ名」 

令和  年  月  日 
法人名： 
代表者名：○○○○ 
所在地：〒○○県○○市．．．．． 
 
研究代表者：所属 

役職名 
氏名          （押印省略） 
住所 
TEL 
FAX 
E-Mail 

 
チェックリスト（☑をご記入ください） 

□提案書類 
（提案書、研究開発年次計画・経費の見込み、令和９年度計画、令和 9 年度必要経費

概算） 
□研究費の応募・受入等の状況・エフォート 
□研究概要資料 
□法人の経歴書 
□事業報告書等、役員名簿等及び定款等の写し（前年分） 
□組織等に関する説明書 

 
  

別 紙 ３ 
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提 案 書 類 の 様 式 
 
 
 
 
 

１．提案書類は、次頁以降の記載例に従って記載下さい。 
２．提案書類は、電子メールにて提出下さい。 
３．提案書類記入上の主な留意点については、募集要領を参照下さい。 
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１．「○○○○○○○○○○○についての技術研究開発」提案書 
①研究テーマ名※ ○○○○○○○○○○○○○○についての技術研究開発 
②道路行政の技術

開発ニーズ 
道路局がホームページに公表している道路行政の技術開発ニーズから、研究開発

を実施する内容を選択して記述。新たな施策（道路行政の技術開発ニーズ）を提案

する場合は、提案内容を記述。 
③公募タイプ ［研究分野］ ソフト分野  ハード分野  （いずれか１つに○） 

※提案内容を踏まえ審査を希望する分野を適切に選択。 
④研究の概要 ※ 
研究の目的、内容等について、100 字程度で簡潔に分かりやすく記述。 

 
 
 
 
⑤研究の背景と目的 
研究の全体構想及びその中での本研究の目的について、特に以下の各点について焦点を

絞りつつ、具体的かつ明確に記述下さい。 
①研究の社会的意義 

②道路行政の技術開発ニーズへの適合性 
③発想や期待される成果、研究方法のこれまでにない新規性 

④新たな政策、研究への展開を開けるなどの先導性 
 
 
 
⑥研究により期待される具体的な成果及び成果による道路政策への貢献 
①今後の道路政策に対する実効性 
②研究開発成果による業務効率向上への寄与 
 
 
 
⑦既存研究の成果等 
①FS 研究の進捗状況や成果、または独自の研究の成果等を記述。（研究の現在の到達点を 
踏まえ、本格研究として想定している成果を望めるか。） 

②関連分野における研究実績、論文等を記述。 
③申請予定あるいは取得した関連特許等を記述。 
 
 
 
⑧研究の目標と達成時期・内容  
研究の目的に沿って、研究期間内に目指す目標と具体的な達成時期（年度）・内容を設定

し、研究のアウトプットとして記述。「アウトプット」とは、研究開発に係る活動の成果物、

目的達成に向けた活動の水準を表す。 
 

例）・アウトカムに対するアウトプット指標の設定と各年度毎（１～３年目）の達成内容 
・技術の実用化（事業化）の内容と各年度毎（１～３年目）の達成内容 
・新規政策の位置づけ・効果の明確化と各年度毎（１～３年目）の達成内容 
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⑨研究（成果活用）の継続性 
 研究期間終了後における、研究の継続性や新たな政策研究への展開、成果活用の展開等を

どのように確保するのかについて記述。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑩国際展開について 
技術研究開発を通じて期待される、国際展開に資する場合の具体的な内容、計画等があれ

ば記述。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪研究の実施体制 
（１）研究実施体制 
研究の目的に沿って、研究期間内に目指す目標を達成するために適正かつ研究規模に応

じた実施体制（人員、役割･責任分担、設備、連携先等）を分かりやすく図示。 
また、各研究者が担当する各々の研究内容（以下、「分担研究内容」）を（２）の研究者氏

名の表に記述。共同研究者あるいは共同研究機関の数は、研究代表者が責任を持って統括で

きる範囲をよく勘案し、研究実施上欠かせない数に限定すること。 
なお、止むを得ない特段の事情がない限り、研究代表者の研究期間中の変更は認められな

いため、研究期間終了まで責任を持って研究遂行が可能な研究代表者を選定すること。 
その他、研究の一部を研究代表者（又は共同研究者）の所属機関以外で実施（外注）する

予定があれば、外注の体制、範囲等をあわせて簡潔に記述。 
 
（２）研究者氏名（研究代表者については、氏名欄に○を記述。） 
研究者氏名 年齢

（※） 
所属・ 
役職 分担研究内容 経歴・主な 

研究分野等 資格 

   （左記研究者が担当す

る研究内容を記述。） 
（最終学歴、職歴、主

な研究分野等を記述。） 
 

… … … … … … 
…  … … … … 

※令和９年 4 月 1 日現在 
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（３）受託予定者及び経理責任者 
 

受託予定者：○○大学 ○○長 
経理責任者：○○○○ 経理部    ○○ ○○（氏名を記述） 
ＴＥＬ △△△－△△－△△△△   ＦＡＸ △△△－△△－△△△△ 

 
（４）外注を実施する目的、必要性等 
上記(1)において、外注の実施予定がある場合は、外注の目的、必要性等を具体的に記述。 

 
⑫スケジュール 
研究の実施内容ごとにスケジュールを記載。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑬その他 
研究を受託するにあたっての要望事項等があれば記述。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭告知活動に関するアンケート 

本技術研究開発の今後のより効果的な告知活動のためアンケートにご協力下さい。 
本技術研究開発制度の公募情報をどちらで知りましたか？ 
 
 
 
 
 
 

備考 本様式の記載は、A４版で６枚以内とすること（別紙や添付資料は受け付けません）。 
※ 当該箇所については、採択された場合は公表予定。 
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２．研究開発年次計画・経費の見込み 
「研究テーマ名：（○○○○○に関する技術研究開発（括弧内に研究テーマ名を記載））」 

 
 

※研究開発期間が３年間の場合の例（研究項目１を一部外注する場合） 
単位：千円（税込） 

研 究 項 目 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 経費の総額 

1 ○○○○に関する

技術研究開発 
 
 
 
 
 
2 ○○○○に関する

システム開発 
 
 
 
 
 
 

実験準備・実施 
500 

［うち外注費

300］ 

 
 
 
○○手法の検討 

400 
 

 
 

データ解析・整備 
400 

［うち外注費

100］ 
 
 
 
 
 

モデル構築・検証 
350 

 

 
 

 
 

検証・とりまとめ 
200 

［うち外注費 50］ 
 
 
 
 
 

とりまとめ 
150 

 
1,100 

［450］ 
 
 
 
 
 

900 
 
 
 
 

合計 
間接経費含む税込総額 

900 
［300］ 

750 
［100］ 

350 
［50］ 

2,000 
［450］ 

 
注１）研究項目ごとに各年度の研究経費の計画額（直接・間接費を含む税込総額）を記入下さい。 
注２）研究の一部を研究代表者（又は共同研究者）の所属機関以外で実施（外注）する場合は、 

上記例の研究項目１を参照しながら、各研究項目における外注の範囲、予算規模が明確に

分かるよう区分下さい。 
 
 



 

 22

３．令和９年度計画 

 
 
○ 研究の概要・目標 
 
・何のために、どのような研究を行うのか、研究の概要を記述 
・当該年度に達成すべき目標を記述 
 
 
 
 
 
○ 研究の内容 
 
Ａ ………………………………………………の研究 

各研究の項目毎に、研究内容を具体的に記述（国土技術政策総合研究所もしくは 
地方整備局等との委託契約における「委託研究仕様書」の参考とします。） 

 
ａ …………………………………………の研究 
 
 
ｂ …………………………………………の研究 
 
 

Ｂ ………………………………………………の研究 
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４．令和９年度の必要経費概算 

「研究テーマ名：（○○○○○）」 

 
令和９年度（※研究期間全体ではなく当該年度の必要経費を記載してください） 
※必要経費については、必要に応じて算出根拠を求める場合があります。 

単位：千円（税込） 

合計 

直接費 

間接費 
人件費 

直接経費 
計 

諸謝金 旅費 
交通費 

庁費 
備品費 外注費 その他 

         

 

備考（研究経費に外注費がある場合は、その具体的な内容（件名、概算金額）を記入してくださ

い。） 

【外注費の内容】 

・件名：○○○○に関するデータ収集業務 

・概算金額：○○千円（税込） 
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４．１ 直接費 

（１）人件費 

業務・事業に直接従事した者の人件費で主体的に研究を担当する研究者の経費 

・研究採択者（研究代表者及び共同研究者）本人の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、

通勤費、住宅手当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等 

・ポスドク等、機関で直接雇用する研究員の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤

費、住宅手当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等 

・特殊機器操作、派遣業者からの派遣研究員の費用 

・他機関からの出向研究員の経費 等 

ただし、国及び地方公共団体からの交付金等で職員の人件費等を負担している法人（地方公共団体

を含む）の研究者の人件費については、対象とはならない。 

 

（２）直接経費 

①諸謝金 

業務・事業の実施に必要な知識、情報、技術の提供に対する経費。 

ア．委員会出席謝金 

・産学官テーマ推進委員会の外部委員に対する委員会出席謝金 

イ．業務謝金 

・個人の専門的技術による役務の提供への謝金（原稿の執筆、査読、校正（外国語等）等） 

・被験者の謝金 等 

ウ．講師謝金 

・個人の専門的技術による役務の提供への謝金（講義・技術指導等） 

謝金の算定にあたっては、研究機関（民間企業等を含む）の謝金支給規程等によるものとする。 

 

②旅費交通費 

旅費に関わる以下の経費。 

ア．委員等旅費 

・学会へ参加するための交通費、宿泊費、日当、旅行雑費を含む（ただし、研究期間内で委託費

の対象となった研究開発の成果発表を行う場合に限る）。 

・研究開発成果の発表会及び終了時評価を行う委員会に参加する場合は、研究期間外のため、対

象とはならない。 

イ．調査等旅費 

・業務・事業を実施するにあたり研究者及び補助員（学部学生・大学院生を含む）の外国・国内

への出張又は移動にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、旅行雑費）。 

・上記以外の業務・事業への協力者に支払う、業務・事業の実施に必要な知識、情報、意見等の

収集のための外国・国内への出張又は移動にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、旅行雑

費）。 

・外国からの研究者等（大学院生を含む）の招へい経費（交通費、宿泊費、日当、滞在費、旅行

雑費）。 

ただし、旅費の算定にあたっては、研究機関（民間企業等を含む）の旅費規程によるものとする。

旅費のキャンセル料（やむを得ない事情からキャンセル料が認められる場合のみ）を含む。（旅行雑

費とは空港使用料、旅券の交付手数料、査証手数料、予防注射料、出入国税の実費額、燃油サーチャ

ージ、航空保険料、航空券取扱手数料等をいう。） 

 

③庁費 

委託研究に直接必要な経費のうち以下の経費。 

ア．備品費 

・単価が 50,000 円以上かつ長期の反復使用に耐える物品で、当該委託研究の終了後に国が保有

するもの（「国土交通省所管物品管理事務取扱規則」参照）に要する経費。 

・ソフトウェアは、50,000 円以上のものは備品、それ以外のものは消耗品とする。使用期限が限

られているものについては、借料及び損料として計上する。 

・携帯電話、スマートフォン、タブレット及びデジタルカメラについては、上記に係わらず備品

費として計上する。 



 

 25 

・レンタル、リース（借料及び損料として計上）を原則とし、備品費として計上するか十分に検

討を行う。 

イ．借料及び損料 

・大型計算機利用料、レンタカー使用料、タクシー使用料等は借料及び損料に計上する。 

・大学内の会議室等を使用する際に費用が発生する場合、一時的に会議を行う場合は会議費とし

て、それ以外の場合は借料及び損料として計上する。 

・借用期間は必要最小限とする。 

・大学等の資金で購入、保有している機器等を委託研究に使用する場合、その損料を借料及び損

料に計上する。 

ウ．印刷製本費 

・業務・事業にかかる資料等の印刷、製本に要した経費。 

エ．賃金 

・業務・事業に直接従事した者の人件費で補助作業的に研究等を担当する者の経費 

・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシスタント 

・研究補助作業を行うアルバイト、パート 

・技術補佐員、教務補佐員、事務補佐員、秘書 等 

・学生等への労務による作業代 

※人件費の算定にあたっては、研究機関（民間企業等を含む）の給与規程等によるものとする。

ただし、研究補助者等の研究代表者、共同研究者以外の人件費については、本事業に直接従事

する時間数により算出した金額のみが支払いの対象となる。この場合、作業日誌等により十分

な勤務管理を行う必要がある。また、支払う経費のうち、労働の対償として労働時間に応じて

支払う経費以外の経費（月極の給与、退職金、ボーナスその他の各種手当）については、支払

いの対象とならない。 

※労働者派遣は、外注費として計上する。 

オ．会議費 

・業務・事業の実施に直接必要な会議・シンポジウム・セミナー等の開催に要した経費。 

カ．外注費 

・外注に関わる以下の経費 

業務・事業に直接必要なデータの分析、プログラムの作成、装置のメンテナンス等の外注に

かかる経費・機械装置、備品の操作・保守・修理（原則として当事業で購入した備品の法定

点検、定期点検及び日常のメンテナンスによる機能の維持管理、原状の回復等を行うことを

含む）等の業務請負・実験動物等の飼育、設計（仕様を指示して設計されるもの）、試験、

解析・検査、鑑定、部材の加工等の業務請負・通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調

査等の業務請負（業者請負）、データ・資料整理等の役務、派遣会社への外注にかかる経費 

等 

※外注費がある場合は、「２．研究開発年次計画・経費の見込み」及び「４．令和９年度の必要経

費概算」の該当部分に、その具体的な内容（件名、概算金額）を記入する。 

※ただし、研究開発の主たる部分（研究開発における総合的企画、研究開発の遂行管理、研究開発

手法の決定及び技術的判断等）については外注を認めない。 

キ．その他 

・データの送受信等の通信・電話料。 

・業務・事業の実施に使用する機器装置等の運転等に要した電気、ガス及び水道等の経費。 

・ガソリン代、高速道路料金 

・消耗品（データ購入は消耗品として扱う） 

・その他ア～カの項目以外に、業務・事業の実施に直接必要な経費。 

 

４．２ 間接費 

管理部門の経費（管理経費）並びに複数の研究者が共通的に使用する施設及び情報基盤に係る経費

（共通業務費）等、研究開発の実施を支えるための経費として、直接費の３０％の間接費を計上する。

ただし、「②研究を主な事業目的としている、特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人」又は「③日本に登記されている民間企業等」の執行する間接費について

は、その法人に所属する研究者が必要とする直接費の３０％を上限として計上するとともに、計上する

間接費の使途に関する規程類、又は直近年度の決算報告書等を提出すること。 
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なお、間接費の執行に当たっては「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（令和５年５月３

１日改定 競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）に基づき、被配分機関の長の責任下で、使

途の透明性を確保し支出に関する証拠書類（領収書等）を保管する等、適切な執行・管理を行うこと。 

 

４．３ 申請できない経費 

本委託費は、当該研究開発計画を遂行する上で必要な一定の研究組織、研究用施設及び設備等の基盤

的研究環境が最低限確保されている研究機関の研究者又は公益法人等を対象としているので、研究開発

計画の遂行に必要な経費であっても、次のような経費は申請することはできない。 

（１）建物等施設の建設、不動産取得に関する経費 

ただし、本委託費で購入した設備・備品を導入することにより必要となる軽微な据付費等について

は、申請できる。 

（２）研究補助者等に支払う経費のうち、労働の対償として労働時間に応じて支払う経費以外の経費

（雇用関係が生じるような月極の給与、退職金、ボーナスその他の各種手当） 

ただし、労働者派遣事業者との契約により研究者等を受け入れるために必要な経費については申請で

きる。 

（３）研究開発中に発生した事故・災害の処理のための経費 

（４）その他、当該研究開発の実施に関連性のない経費 
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５．研究費の応募・受入等の状況・エフォート 
 

 
１．応募中又は今後応募予定の研究費 
資金制度・研究費

名（研究期間・配分

機関等名） 

研究課題名

（研究代表

者氏名） 

役割 

（代表・共

同の別） 

R９年度の 

研究経費 

（期間全体 

の金額）（千円） 

エフォート（％） 

応募研究内容との相違点、他

の研究費に加えて本技術研

究開発制度に応募する理由

等 

【本応募】 

（R９～R１１） 

○○に関する研究 

○○大学 

教授 ○○ 

代表 ○○○千円 

（○○○千円） 

○○% 

－ 

【応募中（予定）】 

（R９～R１１） 

○○に関する研究 

○○大学 

教授 ○○ 
代表 ○○○千円 

（○○○千円） 
○○% ○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○であるた

め。 
… … … … … … 
… … … … … … 

２．受入予定の研究費 
資金制度・研究費

名（研究期間・配分

機関等名） 

研究課題名

（研究代表

者氏名） 

役割 

（代表・共

同の別） 

R９年度の 

研究経費 

（期間全体 

の金額） 

エフォート（％） 

応募研究内容との相違点、他

の研究費に加えて本技術研

究開発制度に応募する理由

等 

【既採択】 

（R●～R●） 

○○に関する研究 

○○大学 

教授 ○○ 

共同 ○○○千円 

（○○○千円） 

○○% ○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○であるた

め。 

… … … … … … 
… … … … … … 
… … … … … … 

３．その他の活動 
（上記の応募中及び受入予定の研究費による研究活動以外の職務とし

て行う研究活動や教育活動等のエフォートを記入下さい。 
○○% 

 

   合  計 （上記 1.～3.のエフォート合計） 100% 
 

・ 研究代表者・共同研究者それぞれ提出ください。 
 

・ 研究課題が十分遂行し得るかを判断する際の参考とするため、応募する研究課題に参画する全ての研

究者（研究代表者及び共同研究者）のエフォート（研究代表者及び共同研究者の全仕事時間に対する

当該研究課題の実施に要する時間の割合）を提出下さい。 
 

・ 本応募課題の研究代表者及び共同研究者それぞれの応募時点における、①応募中又は今後応募予定の

研究費、②（採択済みの課題で）今後受入予定の研究費、③その他の活動について、以下の点に留意

し記入下さい。 
 

ⅰ．「エフォート」欄には、年間の全仕事時間を 100%とした場合、そのうち当該研究の実施等に必

要となる時間の配分率（%）を記入下さい。 
ⅱ．所属研究機関内で競争的に配分される研究費についても記入下さい。 
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【研究概要資料（イメージ）】 
 

 
 
  下記の記載事項を参考に、研究の概要（ポイント）をパワーポイント原稿４枚にまと

めて提出下さい。 
  なお、原稿枚数が限られているため、図表等を効果的に活用し、要点を絞って簡潔に

分かりやすく記載下さい。 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

２．研究により期待される具体的な成果 

  及び成果による道路政策への貢献 
･今後の道路政策に対する実効性 

 

･研究開発成果による業務効率向上への寄与 

３．既存研究の成果等、研究の目標と達成

時期 
･FS 研究の進捗状況や成果、または独自の研究の

成果等 

 

・関連分野における研究実績、論文等 

 

・申請予定あるいは取得した関連特許等 

 

･研究の目的に沿って、研究期間内に目指す目標と

具体的な達成時期（年度）・内容 

 

４．研究（成果活用）の継続性、国際展開 
･研究期間終了後における、研究の継続性や新たな

政策研究への展開、成果活用の展開等の確保 

 

･国際展開に資する場合の内容、計画等 

５．研究の実施体制 
･実施体制 

 

・各研究者が担当する各々の研究内容 

 

６．スケジュール 
･研究の実施内容ごとのスケジュール 

 

･その他 

○○○についての技術研究開発 
 

１．研究の背景・目的 
･研究の社会的意義 

 

･道路行政の技術開発ニーズへの適合性 

 

･発想や期待される成果、研究方法のこれまでにな

い新規性 

 

・新たな政策研究、展開を開けるなどの先導性 
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【提案書類記入上の留意点】 
 

Ｑ Ａ 

契
約
手
続 

受託予定者及び経理

責任者について 

契約は、原則として、研究代表者の所属する機関と行います。提案書類

「⑪研究の実施体制」の受託予定者は、契約権限のある者、経理責任者は、

委託料の経理に係る事務に関して責任を有する者です。 

共同研究者への研究

資金の配分について 

研究の実施にあたっては、研究代表者の所属する機関と国土技術政策総

合研究所、地方整備局等、もしくは国土交通省国土技術政策総合研究所、

地方整備局等が事務手続きを委託する請負者等が委託契約を締結します。

各共同研究者への資金配分については、研究代表者の責任において実施い

ただきます。 

参 考 
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委託研究標準契約書 

 

 

 

 委託研究の名称    

 

 

 委託研究実施期間   自  令和  年  月  日 

            至  令和  年  月  日 

 

 

 委託料の限度額   ￥           

            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 \    ） 

 

 

 成果品の納入場所   国土交通省国土技術政策総合研究所 

 

 

 

 頭書研究の委託について、委託者 支出負担行為担当官 国土技術政策総合研究所長 ○○ ○○と

受託者とは、次の条項により委託契約を締結する。 

 

 

（総 則） 
第 １ 条 受託者は、委託研究実施要領（以下「実施要領」という。）に基づき、頭書の委託料の限度額

をもって、頭書の委託研究実施期間（以下「実施期間」という。）までに、頭書の委託研究（以下「委

託研究」という。）を完了しなければならない。 
２ 前項の実施要領に明記されていない事項があるときは、委託者と受託者とが協議して定めるものと

する。 
３ 受託者が共同研究体を結成している場合においては、委託者は、この契約に基づくすべての行為を共

同研究体の代表者に対して行うものとし、委託者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべ

ての行為は、当該共同研究体のすべての構成員に対して行ったものとみなし、また、受託者は、委託

者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなければならない。 
 
（注）共同研究体と契約する場合は、第３項を記載。 
 
（権利義務の譲渡等） 
第 ２ 条 受託者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継してはならない。

ただし、書面により委託者の承諾を得たときは、この限りでない。 
 
（再委託の禁止等） 
第 ３ 条  受託者は、委託研究の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせて

はならない。 
２ 前項の「主たる部分」とは、委託研究における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判

断等をいうものとする。 
３ 受託者は、委託研究の一部（「主たる部分」を除く。）を第三者に委任し、又は請け負わせようとする

とき（以下「再委託」という。）は、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範

囲、再委託の必要性及び契約金額等について記載した書面を委託者に提出し、承諾を得なければなら

ない（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定す

る子会社をいう。）である場合も含む。）。再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 
４ 前項の規定は、受託者がコピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理、計算処理、模型製作、

※国土技術政策総合研究所と契約する場合の例 
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翻訳、参考書籍・文献購入、消耗品購入、会場借上等の軽微な業務を再委託しようとするときには適

用しない。ただし、保有個人情報、個人番号、特定個人情報及び行政機関非識別加工情報を扱う業務

はこの限りではない。 
５ 受託者が委託研究の一部を第三者に委託する場合において、これに伴う第三者の行為については、そ

の責任を受託者が負うものとする。 
６ 受託者は、委託研究の処理に当たり、第三者との間で共同研究等の契約を締結してはならない。ただ

し、書面により委託者の承諾を得たときは、この限りでない。 
 
（履行体制の把握） 
第 ４ 条 受託者は、前条第３項及び第６項の承諾を得た場合において、再委託の相手方（共同研究等の

相手方を含む。）がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときは、前条第４項の軽微

な業務を除き、あらかじめ当該複数段階の再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲を

記載した書面（以下「履行体制に関する書面」という。）を委託者に提出しなければならない。履行体

制に関する書面の内容を変更しようとするときも同様とする。 
２ 受託者は、前項の場合において、委託者が契約の適正な履行の確保のため必要な報告等を求めた場合

には、これに応じなければならない。 
 
（実施計画書の変更等） 
第 ５ 条 受託者は、実施計画書及び四半期別必要経費内訳書の変更（各費目相互間における金額の２割

以内の変更を除く。）をしようとするときは、変更後の実施計画書及び四半期別必要経費内訳書を委託

者に提出し、承認を受けなければならない。 
２ 委託者は、前項の変更後の実施計画書及び四半期別必要経費内訳書について遅滞なくその内容を審

査し、不適当と認めたときは、受託者と協議するものとする。 
３ 委託者は、必要と認めるときは、受託者に対して委託研究の処理状況につき調査を行い、又は報告を

求めることができる。 
 
（委託研究の内容の変更等） 
第 ６ 条 委託者は、必要がある場合には、委託研究の内容を変更し、又は委託研究を一時中止し、若し

くは打ち切ることができる。この場合において、実施期間又は委託料の限度額を変更する必要がある

ときは、委託者と受託者とが協議して書面によりこれを定めるものとする。 
２ 予期することのできない賃金水準、物価水準等の変動により、委託研究に要する直接経費（人件費、

諸謝金、旅費、庁費）に大きな変動が生じ、委託料の限度額が著しく不適当となったときは、委託者

と受託者とが協議のうえ委託料の限度額を変更することができる。 
３ 前条第１項及び第２項の規定は、第１項及び前項の場合について準用する。 
４ 第１項の場合において、受託者が損害を受けたときは、委託者は、その損害を賠償するものとし、そ

の額は、委託者と受託者とが協議して定めるものとする。 
 
（実施期間の延長等） 
第 ７ 条 受託者は、その責に帰することができない事由により実施期間までに委託研究を完了できな

いことが明らかになったときは、委託者に対して遅滞なくその理由を付して実施期間の延長を求める

ことができる。この場合において、その延長日数は、委託者と受託者とが協議して定めるものとする。 
２ 委託者は、受託者の責に帰する事由により実施期間までに委託研究を完了することができない場合

において、実施期間後に完了する見込みがあると認めたときは、その内容を審査し、損害金を付して

実施期間を延長することができる。 
３ 前項の損害金は、委託料の限度額に対して延長日数に応じ年 3 パーセントの割合を乗じて計算した

額とする。 
 
（損害のために必要を生じた経費の負担） 
第 ８ 条 委託研究の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。以下同じ。）のために必

要を生じた経費は、受託者が負担しなければならない。ただし、その損害が委託者の責に帰する事由

による場合においては、その損害のために必要を生じた経費は、委託者が負担するものとし、その額

は、委託者と受託者とが協議して定めるものとする。 
 



 

 32 

（検査及び引渡） 
第 ９ 条 受託者は、委託研究を完了したときは、遅滞なく成果品に添えて完了報告書、受払報告書及び

残存物件報告書を委託者に提出しなければならない。 
２ 委託者は、前項の成果品、完了報告書、受払報告書及び残存物件報告書を受理したときは、その日か

ら１０日以内に委託者又は委託者の指定した職員により検査を行わなければならない。 
３ 受託者は、前項の検査の結果不合格となり、補正を命ぜられたときは、遅滞なく当該補正を行い、成

果品に添えて補正完了報告書、受払報告書及び残存物件報告書を委託者に提出しなければならない。 
４ 第２項の規定は、委託者が前項の成果品、補正完了報告書、受払報告書及び残存物件報告書を受理し

た場合に準用する。 
５ 委託者は、第２項（第４項において準用する場合を含む。）の検査の結果合格と認めた場合は、委託

料の額を確定し、受託者にその旨を通知しなければならない。 
６ 前項の委託料の確定額は、現に委託研究に要した経費の額と委託料の限度額のいずれか低い額とす

る。 
７ 受託者は、第５項の通知を受けたときは、遅滞なく成果品を委託者に引き渡さなければならない。 
 
（委託料の支払） 
第１０条 受託者は、前条第７項により、成果品の引き渡しを完了したときは、委託者に対して、確定し

た委託料の支払いを請求することができる。 
２ 委託者は、前項の規定により、適法な請求書を受理したときは、その日から３０日以内に委託料を支

払わなければならない。 
３ 受託者は、委託者の責に帰すべき事由により前項の委託料の支払いが遅れた場合には、委託者に対し

て、遅延日数に応じ年２．５パーセントの割合を乗じて得た額の遅延利息の支払いを請求することが

できる。 
 
（知的財産権の範囲） 
第１１条 この契約書において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。 
 一 特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権（以下「特許権」という。）、実用新案法（昭

和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権（以下「実用新案権」という。）、意匠法（昭和３４

年法律第１２５号）に規定する意匠権（以下「意匠権」という。）、半導体集積回路の回路配置に関す

る法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置利用権（以下「回路配置利用権」という。）、

種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権（以下「育成者権」という。）及び外国におけ

る上記各権利に相当する権利（以下「産業財産権」と総称する。） 
 二 特許法に規定する特許をうける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利、意匠法に

規定する意匠登録を受ける権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律第３条１項に規定する回路

配置利用権の設定の登録を受ける権利、種苗法第３条に規定する品種登録を受ける地位及び外国に於

ける上記各権利に相当する権利（以下「産業財産権を受ける権利」と総称する。） 
 三 著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著作物

（以下「プログラム等」という。）の著作権並びに外国に於ける上記各権利に相当する権利（以下「プ

ログラム等の著作権」と総称する。） 
 四 前三号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち秘匿することが可能なものであって、かつ、

財産的価値のあるものの中から、委託者と受託者とが協議の上、特に指定するもの（以下「ノウハウ」

という。）を使用する権利。 
２ この契約書において、「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象となるものに

ついては考案、意匠権の対象となるものについては意匠の創作、回路配置利用権の対象となるものについては回路

配置の創作、育成者権の対象となるものについては品種の育成、プログラム等の著作権の対象となるものについて

はプログラム等の創作並びにノウハウを使用する権利の対象となるものについては案出をいう。 
３ この契約書において知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第２

条第３項に定める行為、意匠法第２条第２項に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律

第２条第３項に定める行為、種苗法第２条第５項に定める行為、著作権法第２条第１項第１５号及び

同項第１９号に定める行為並びにノウハウの使用をいう。 
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（知的財産権の帰属） 
第１２条 委託者は、契約締結日に受託者が次の各号のいずれの規定も遵守することを確認書により委

託者に届け出た場合は、当該委託研究に係る知的財産権を受託者から譲り受けないことができるもの

とする。 
 一 受託者は、当該委託研究に係る発明等を行った場合には、遅滞なく第１４条の規定に基づいて、そ

の旨を委託者に報告する。 
 二 受託者は、国が適正な対価を支払う場合においては、当該知的財産権を実施する権利を国に許諾す

る。 
 三 受託者は、国が公共の利益のために特に必要であるとしてその理由を明らかにして求める場合に

は、無償で当該知的財産権を実施する権利を国に許諾する。ただし、本号に通常の公共事業への活用

は含まれない。 
 四 受託者は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知的財産権を相当期

間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、委託者が当該知的財産権の

活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権

を実施する権利を第三者に許諾する。 
２ 委託者は、受託者が前項で規定する書面を提出しない場合、受託者から無償で当該知的財産権を譲り

受けるものとする。その承継等の時期は特許権、実用新案権、意匠権又は育成者権に係る権利にあっ

ては出願、回路配置利用権に係る権利にあっては、申請に先立って行うものとし、受託者は知的財産

権帰属届出書並びに次の各号に掲げる書類を委託者に提出するものとする。 
 一 受託者の従業員又は役員（以下「従業員等」という。）の行った発明等に係る知的財産権を受ける

権利を受託者が承継した旨を記載した書面。 
 二 前号の知的財産権を受ける権利を受託者が委託者に無条件で譲渡する旨を記載した書面。 
 三 第一号に係る発明等の範囲、内容等を記載した書面。 
３ 受託者は第１項の書面を提出したにもかかわらず同項各号の規定のいずれかを満たしておらず、更

に満たしていないことについて正当な理由がないと委託者が認める場合、当該知的財産権を無償で委

託者に譲り渡さなければならない。 
 
（知的財産権の管理） 
第１３条 受託者は、前条第２項に該当する場合、前条第２項の書類の提出後、委託者の指示に従い、受

託者は当該委託研究に係る発明等について、次の各号に掲げる手続きを委託者の名義により行うもの

とする。 
 一 特許権、実用新案権、意匠権又は育成者権に係る権利にあっては、出願から権利の成立に係る登録

まで必要となる手続 
 二 回路配置利用権にあっては、申請から権利の成立に係る登録までに必要な手続 
 三 プログラム等の著作物にあっては、申請から権利の成立に係る登録までに必要な手続き 
２ 委託者は、前項の場合において、受託者に対し、受託者が当該産業財産権の出願又は申請、審査請求

及び権利の成立に係る登録までに要したすべての経費を別途支払うものとする。 
３  受託者は、当該委託研究に係る委託者の名義の産業財産権等の登録後に生じた問題等の解決のため、

委託者より協力の要請があった場合には速やかに対応することとする。 
 
（知的財産権の報告） 
第１４条 受託者は、当該委託研究に係る産業財産権に関する出願又は申請を行ったときは、出願の日か

ら６０日以内に、産業財産権出願通知書を委託者に提出しなければならない。 
２ 受託者は、前項に係る国内の特許出願、実用新案登録出願、意匠出願を行う場合には、特許法施行規

則第２３条第６項に従い、以下の記載例を参考にして、当該出願書類に国の委託研究に係る成果の出

願である旨を記載しなければならない。 
 
  【特許出願の記載例（願書面【国等の委託研究の成果に係る記載事項】欄に記入）】 
 「国等の委託研究の成果に係る特許出願（平成○年度国土技術政策総合研究所「○○」委託研究、産業技

術力強化法第１７条の適用を受ける特許出願）」 
 
３ 受託者は、第１項に係る産業財産権の設定の登録等を受けた場合には、設定の登録等の日から６０日

以内に、産業財産権通知書を委託者に提出しなければならない。 
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４ 受託者は、当該委託研究に係るプログラムの著作物又はデータベースの著作物が得られた場合には、

著作物が完成した日から６０日以内に、著作物通知書を委託者に提出しなければならない。 
５ 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権を自ら実施したとき及び第三者にその実施を許諾したと

きは、実施もしくは許諾した日から６０日以内に、知的財産権実施届出書を委託者に提出しなければ

ならない。 
 
（知的財産権の移転） 
第１５条 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権の全部又は一部を委託者以外の第三者に移転する

場合には、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、第１８条、第１９条及び本条の規

定の適用に支障を与えないよう、当該第三者に約させなければならない。 
２ 受託者は、前項の移転を行う場合には、当該移転を行う前に、移転承認申請書を委託者に提出し委託

者の承認を受けなければならない。ただし、合併又は分割により移転する場合及び次のイからハまで

に規定する場合は、この限りではない。 

  イ 子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４号に規定する親

会社という。）に当該知的財産権の移転をする場合 

  ロ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律

（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受け

た者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１１条第１項の認定を受けた者）に当該知的財産権の移転を

する場合 
  ハ 技術研究組合が組合員に当該知的財産権の移転をする場合 
３ 受託者は、第１項の移転を行ったときは、移転通知書を遅滞なく委託者に提出しなければならない。 

４ 合併又は分割により移転する場合もしくは第２項のイ～ハ各号に該当する場合であっても、移転先

の第三者が日本国外に存する場合又は外国籍である場合には、当該移転を行う前に委託者の承認を受

けなければならないものとする。 
５ 受託者は、第１項の移転を行う際、次のイおよびロに規定する内容を条件として付記するものとす

る。 
イ 移転先の当該第三者が当該知的財産権移転後に日本国外に移転する場合又は外国籍となる場合には、

委託者からの要請があれば当該知的財産権を無償で委託者に譲り渡すこと。 
ロ 当該知的財産権を委託者に譲渡する必要があるか否かの委託者への確認は、当該第三者が日本国外

に移転する又は外国籍となる以前に行うこと。 
 
（知的財産権の実施許諾） 
第１６条 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権を委託者以外の第三者に実施を許諾する場合には、

第１２条第１項、第１８条及び第１９条の規定の適用に支障を与えないように当該第三者に約させね

ばならない。 
２ 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権に関し、委託者以外の第三者に専用実施権（仮専用実施権

も含む）若しくは専用利用権の設定その他日本国内において排他的に実施する権利の設定若しくは移

転の承諾（以下、専用実施権等の設定等」とする。）を行う場合には、専用実施権等設定承認申請書を

委託者に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次のイからハまでに定める場合には、

この限りではない。 
  イ 子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４号に規定する親

会社という。）に専用実施権の設定等をする場合 
  ロ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律

（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受け

た者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１１条第１項の認定を受けた者）に専用実施権等の設定等を

する場合 
  ハ 技術研究組合が組合員に専用実施権等の設定等をする場合 
３ 受託者は、前項の専用実施権等の設定等を行ったときは、専用実施権等設定通知書を遅滞なく委託者

に提出しなければならない。 
４ 第２項のイ～ハ各号に該当する場合であっても、専用実施権等の設定等の相手方が日本国外に存す

る場合又は外国籍である場合には、事前に委託者の承認を受けなければならないものとする。 
５ 受託者は、第１項の許諾を行う際、次のイおよびロに規定する内容を条件として付記するものとす

る。 
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イ 許諾先の当該第三者が許諾期間中に日本国外に移転する場合又は外国籍となる場合には、委託者か

らの要請があれば許諾の取り消しに同意すること。 
ロ 当該知的財産権の許諾取り消し要請があるか否かの委託者への確認は、当該第三者が日本国外に移

転する又は外国籍となる以前に行うこと。 
 
（知的財産権の放棄） 
第１７条 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権を放棄する場合は、当該放棄を行う前に、その旨を

委託者に報告しなければならない。 
 
（知的財産権の帰属の例外） 
第１８条 委託契約の目的として作成される報告書に係る著作権は、プログラム等の著作権を除きすべ

て委託者に帰属する。 
２ 第１２条第２項及び前項の規定により著作権を受託者から委託者に移転する場合において、当該著

作物を受託者が自ら創作したときは、受託者は著作者人格権を行使しないものとし、当該著作物を受

託者以外の第三者が創作したときは、受託者は当該第三者が著作者人格権を行使しないように必要な

措置をとるものとする。 
 
（ノウハウの指定） 
第１９条 委託者及び受託者は、協議の上、報告書に記載された研究成果のうち、ノウハウに該当するも

のについて、速やかに指定するものとする。 
２ ノウハウの指定に当たっては、秘匿すべき期間を明示するものとする。 
３ 前項の秘匿すべき期間は、委託者と受託者とが協議の上、決定するものとし、原則として、当該委託

研究完了の翌日から起算して５年間とする。ただし、指定後において必要があるときは、委託者と受

託者とが協議の上、秘匿すべき期間を延長し、又は短縮することができる。 
 
（職務発明規程の整備） 
第２０条 受託者は、この契約の締結後速やかに従業員等が行った発明等が委託研究を実施した結果得

られたものであり、かつ、その発明等をするに至った行為がその従業員等の職務に属する場合には、

その発明等に係る知的財産権が受託者に帰属する旨の契約をその従業員等と締結し、又はその旨を規

定する職務規程を定めなければならない。 
 
（残存物件の返還） 
第２１条 受託者は、委託研究の実施により生じた残存物件の返還については、成果品の引き渡し前に委

託者と協議の上、委託者の指示に従うものとする。 
 
（契約の解除及び違約金等） 
第２２条 委託者は、受託者が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 
 一 その責に帰すべき事由により、実施期間内に委託研究が完了しないとき、又は完了する見込がない

と明らかに認められるとき。 
 二 前号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができない

と認められるとき。 
 三 「国土技術政策総合研究所研究活動における不正行為への対応に関する規程」（平成３０年４月１

６日国総研達第２４号）に規定する研究活動の不正行為を行ったと認められるとき。 
 四 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成２０年１０月２１

日国土交通省制定）等の公的研究費に係る国の定める指針等に対して重大な違反となる行為を行った

と認められるとき。 
 五 受託者（受託者が共同研究体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同

じ。）が次のいずれかに該当するとき。 
   イ 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下この号において「暴力団対策法」

という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 
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    ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は

暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
   ハ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 
   ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 
   ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 
    へ 下請契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 
    ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場

合（へに該当する場合を除く。）に、委託者が受託者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに

従わなかったとき。 
２ 受託者は、前項の規定により委託者が契約を解除したときは、委託料の限度額の１０分の１に相当す

る金額を違約金として委託者の指定する期限までに納付しなければならない。 
 
（委託料の経理及び監査） 
第２３条 受託者は、委託料の経理について、当該委託に係る支出の実績を確認できる根拠資料又は証拠

書類（以下「証拠書類等」という。）に基づく支払実績額により受払報告書を整備し、証拠書類等とと

もに保管しなければならない。 
２ 受託者は、実施計画書に記載された各費目相互間の流用（各費目相互間における金額の２割以内の変

更を除く。）をしてはならない。ただし、書面により委託者の承諾を得たときは、この限りでない。 
３ 受託者は、委託研究実施期間中の委託料の経理状況について、第２四半期及び第３四半期終了後３０

日以内に委託者に報告しなければならない。 
４ 委託者は、必要と認めるときは、受託者に対して委託研究実施期間中の委託料の経理状況について監

査し、資料の提出を求めることができる。 
５ 受託者は、第１項の帳簿及びその収支内容を証する証拠書類を、委託研究終了の年度の翌年度から５

年間保管しなければならない。 
 
（秘密の保持） 
第２４条 受託者は、委託研究の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 
 
（成果の公表） 
第２５条 委託研究の内容及び成果の公表にあたっては、次の各号の通りとする。 
 一  公表する内容については、委託研究完了時（委託研究実施期間内においては公表しようとするとき）

に、知的財産権及びノウハウの保護の観点から、公表の可否、公表する範囲について委託者と受託者

とが協議するものとする。 
 二 受託者は、委託研究の内容及び成果を公表しようとするときは、前号で協議した内容に従うととも

に、公表前に委託者に報告しなければならない。この場合、受託者は、特段の理由がある場合を除き、

その内容が委託者の委託研究の結果得られたものである旨を明示しなければならない。 
 三 前号の報告をしなければならない期間は、委託研究の実施年度の終了の翌日から起算して５年間

とする。ただし、委託者と受託者とが協議してこの期間を延長し、又は短縮することができるものと

する。 
 
（補 則） 
第２６条 この契約書に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、必要に応

じて委託者と受託者とが協議して定めるものとする。 
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本契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

 

 

     令和  年  月  日 

 

 

         委託者  茨城県つくば市旭１番地 

               支出負担行為担当官 

                国土技術政策総合研究所長  ○○ ○○  印 

 

 

         受託者  住所 

 

                                                                          印
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事務請負者方式による委託

研究の実施に係る契約書案 
 
 委 託 研 究 の 名 称    
 
 
 委託研究実施期間   自  令和  年  月  日 
            至  令和  年  月  日 
 
 
 委 託 料 の 限 度 額   ￥            
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ¥    ） 
 
 
 成果品の納入場所   国土交通省国土技術政策総合研究所 
 
 委託研究の内容及び方法  委託研究仕様書記載のとおり。 
 
 
 
 頭書の研究（以下「本件委託研究」という。）について、国土交通省新道路技術会議「道路政策の質の

向上に資する技術研究開発」募集要領（令和 7 年 9 月）の「１．４ 技術研究開発の委託契約」および「国

土技術政策総合研究所委託研究取扱要領（令和 8 年 1 月 22 日施行）」（以下「取扱要領」という。）に基

づいて令和○年○月○日に締結された｢技術研究開発制度の運営支援他業務委託契約｣（以下「原契約」とい

う。）により、国土技術政策総合研究所（以下「国総研」という。）から本件委託研究の実施に係る事務手

続の委託を受けた請負者である ○○ ○○（以下「事務請負者」という。）と、○○法人○○大学 学長 ○○ 
○○（以下「受託者」という。）とは、以下の条項により本契約を締結する。 
 
（総 則） 
第 １ 条 受託者は、取扱要領に基づき、頭書の委託料の限度額をもって、頭書の委託研究実施期間（以

下「実施期間」という。）までに、本件委託研究を完了しなければならない。 
２ 本契約は、取扱要領に定める「事務請負者方式」による委託研究実施のための契約であり、各用語の

定義は取扱要領によるものとする。また、取扱要領に定めのない事項又は取扱要領の内容に疑義があ

るときは、国総研の指示を受けた事務請負者と受託者の協議により解決するものとする。 
３ 本契約における事務請負者の行為は、原契約に基づき、事務請負者が国総研の承諾を得て行うものと

する。ただし、国総研が、事務請負者を介することなく、直接受託者に対し、本契約に基づき事務請

負者がなしうる委託研究遂行に関する指示、状況報告・情報提出の要請、知的財産権の出願・実施・

権利帰属に関する協議その他指示等をする権限（以下「指示等」という。）を行使したときは、受託者

は異議なくこれに応じるものとする。国総研の指示等と事業請負者の指示等とが相反し又は抵触する

ときは、国総研の指示等が優先する。 
４ 本契約に基づく委託研究から生じた成果品、取得物件、知的財産権（第１１条で定義するもの）その

他一切の帰属については、本契約を、事務請負者を要約者、受託者を諾約者、国を受益者とする第三

者のためにする契約（民法第５３７条）として、国総研から受託者に対して利益を享受する意思が表

示されたときに、国に帰属するものとする。この意思表示は、書面又は電子的方法によって受託者に

通知するものとし、これが受託者に到達したときに効力を生ずる。 
５ 受託者が共同研究体を結成している場合においては、事務請負者は、この契約に基づく行為は共同研

究体の代表者に対して行えば足り、その行為は、当該共同研究体のすべての構成員に対して行ったも

のとみなされる。また、受託者は、事務請負者に対して行うこの契約に基づくすべての行為は、当該

代表者を通じて行わなければならない。 
 
（注）共同研究体と契約する場合は、第５項を記載。 

※国土技術政策総合研究所が事務手続き

を委託する請負者と契約する場合の例 
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（権利義務の譲渡等） 
第 ２ 条 受託者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、第１５条第 1 項ただし書きに定める場合は、この限りでない。 
 
（再委託の禁止等） 
第 ３ 条  受託者は、委託研究の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせて

はならない。 
２ 前項の「主たる部分」とは、委託研究における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判

断等研究の基本的性格や方向性を左右する主要な部分をいうものとする。 
３ 受託者は、委託研究の一部（「主たる部分」を除く。）を第三者に委任し、又は請け負わせようとする

とき（以下「再委託」という。）は、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範

囲、再委託の必要性及び契約金額等国総研が定める事項を記載した書面を事務請負者に提出し、承諾

を得なければならない（再委託先が受託者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１

項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）。再委託の内容を変更しようとするときも同

様とする。 
４ 前項の規定は、受託者がコピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理、計算処理、模型製作、

翻訳、参考書籍・文献購入、消耗品購入、会場借上等の研究内容にかかわらない外形的な業務を再委

託しようとするときには適用しない。ただし、保有個人情報、個人番号、特定個人情報及び行政機関

等匿名加工情報を扱う業務はこの限りではない。 
５ 受託者が委託研究の一部を第三者に委託する場合において、これに伴う第三者の行為については、そ

の責任を受託者が負うものとする。 
６ 受託者は、委託研究の遂行に当たり、第三者との間で共同研究等の契約を締結してはならない。ただ

し、書面により事務請負者を通じ国総研の承諾を得たときは、この限りでない。 
 
（履行体制の把握） 
第 ４ 条 受託者は、前条第３項及び第６項の承諾を得た場合において、再委託の相手方（共同研究等の

相手方を含む。）がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときは、前条第４項の外形

的な業務を除き、あらかじめ当該複数段階の再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲

を記載した書面（以下「履行体制に関する書面」という。）を事務請負者に提出し、承諾を得なければ

ならない。履行体制に関する書面の内容を変更しようとするときも同様とする。 
２ 受託者は、前項の場合において、事務請負者が契約の適正な履行の確保のため必要な報告等を求めた

場合には、これに応じなければならない。 
 
（実施計画書の変更等） 
第 ５ 条 受託者は、実施計画書及び四半期別必要経費内訳書の変更（各費目相互間における金額の２割

以内の変更を除く。）をしようとするときは、変更後の実施計画書及び四半期別必要経費内訳書を事務

請負者に提出し、承認を受けなければならない。 
２ 事務請負者は、前項の変更後の実施計画書及び四半期別必要経費内訳書について遅滞なくその内容

を審査し、不適当と認めたときは、その旨を受託者に通知し、是正を求めるものとする。 
３ 事務請負者は、必要と認めるときは、受託者に対して委託研究の処理状況につき調査を行い、又は報

告を求めることができる。 
 
（委託研究の内容の変更等） 
第 ６ 条 事務請負者は、必要がある場合には、国総研の指示により本件委託研究の内容を変更し、又は

委託研究を一時中止し、若しくは打ち切ることができる。この場合において、必要があるときは、事

務請負者は国総研の承諾を得て、受託者との協議により実施期間又は委託料の限度額の変更を書面に

より定めるものとする。 
２ 予期することのできない賃金水準、物価水準等の変動により、委託研究に要する直接経費（人件費、

諸謝金、旅費、庁費）に大きな変動が生じ、委託料の限度額が著しく不適当となったときは、事務請

負者は国総研の承諾を得て、受託者との協議により委託料の限度額を変更することができる。 
３ 前条第１項及び第２項の規定は、前２項の場合に準用する。 
４ 第１項の場合において、受託者が損害を受けたときは、事務請負者は、その損害を賠償するものと

し、その額は、事務請負者が国総研の承諾を得て、受託者と協議して定めるものとする。 
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（実施期間の延長等） 
第 ７ 条 受託者は、その責に帰することができない事由により実施期間までに委託研究を完了できな

いことが明らかになったときは、事務請負者に対して遅滞なくその理由を付して実施期間の延長を求

めることができる。この場合において、その延長日数は、事務請負者と受託者とが協議して定めるも

のとする。 
２ 事務請負者は、受託者の責に帰する事由により実施期間までに委託研究を完了することができない

場合において、実施期間後に完了する見込みがあると認めたときは、その内容を審査し、損害金を定

めた上で実施期間を延長することができる。 
３ 前項の損害金は、延長日数に応じ、委託料の限度額に年 3 パーセントの割合を乗じて得た額とする。 
 
（損害のために必要を生じた経費の負担） 
第 ８ 条 委託研究の遂行により受託者、事務請負者又は第三者に損害が発生したときは、その補填又は

賠償のための費用は、受託者が負担しなければならない。ただし、その損害が事務請負者の責に帰す

る事由により発生した場合には、事務請負者が費用を負担するものとし、その額は、事務請負者が国

総研の承諾を得て、受託者と協議して定めるものとする。 
 
（検査及び引渡） 
第 ９ 条 受託者は、委託研究を完了したときは、遅滞なく成果品に添えて完了報告書、受払報告書及び

残存物件報告書（以下、これらを合わせて「成果品等」という。）を事務請負者に提出しなければなら

ない。 
２ 事務請負者は、成果品等を受理したときは、その日から１０日以内に委託研究が契約書類に基づいた

内容で実施されていること、その他不備がないこと等を確認のうえ国総研の検査を受けなければなら

ない。 
３ 受託者は、前項の検査の結果不合格となり、補正を命ぜられたときは、遅滞なく当該補正を行い、補

正後の成果品等を事務請負者に提出しなければならない。 
４ 第２項の規定は、事務請負者が前項の補正後の成果品等を受理した場合に準用する。 
５ 事務請負者は、国総研の承諾を得て、第２項（第４項において準用する場合を含む。）の検査の結果

合格と認めた場合は、委託料の額を確定し、受託者にその旨を通知しなければならない。 
６ 前項の委託料の確定額は、現に委託研究に要した経費の額と委託料の限度額のいずれか低い額とす

る。 
７ 受託者は、第５項の通知を受けたときは、事務請負者の指定に従い、成果品を事務請負者又は国総研

に引き渡さなければならない。 
 
（委託料の支払） 
第１０条 受託者は、前条第７項により、成果品の引き渡しを完了したときは、事務請負者に対して、確

定した委託料の支払いを請求することができる。 
２ 事務請負者は、前項の規定により、適法な請求書を受理したときは、その日から３０日以内に委託料

を支払わなければならない。 
３ 受託者は、事務請負者の責に帰すべき事由により前項の委託料の支払いが遅れた場合には、事務請負

者に対して、遅延日数に応じ年２．５パーセントの割合による遅延利息の支払いを請求することがで

きる。 
 
（知的財産権の範囲） 
第１１条 この契約書において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。 
 一 特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権（以下「特許権」という。）、実用新案法（昭

和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権（以下「実用新案権」という。）、意匠法（昭和３４

年法律第１２５号）に規定する意匠権（以下「意匠権」という。）、半導体集積回路の回路配置に関す

る法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置利用権（以下「回路配置利用権」という。）、

種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権（以下「育成者権」という。）及び外国におけ

る上記各権利に相当する権利（以下「産業財産権」と総称する。） 
 二 特許法に規定する特許をうける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利、意匠法に

規定する意匠登録を受ける権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律第３条１項に規定する回路

配置利用権の設定の登録を受ける権利、種苗法第３条に規定する品種登録を受ける地位及び外国に於
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ける上記各権利に相当する権利（以下「産業財産権を受ける権利」と総称する。） 
 三 著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著作物

（以下「プログラム等」という。）の著作権並びに外国に於ける上記各権利に相当する権利（以下「プ

ログラム等の著作権」と総称する。） 
 四 前三号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち秘匿することが可能なものであって、かつ、

財産的価値のあるものの中から、国と受託者とが協議の上、特に指定するもの（以下「ノウハウ」と

いう。）を使用する権利。 
２ この契約書において、「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象となるものに

ついては考案、意匠権の対象となるものについては意匠の創作、回路配置利用権の対象となるものについては回路

配置の創作、育成者権の対象となるものについては品種の育成、プログラム等の著作権の対象となるものについて

はプログラム等の創作並びにノウハウを使用する権利の対象となるものについては案出をいう。 
３ この契約書において知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第２

条第３項に定める行為、意匠法第２条第２項に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律

第２条第３項に定める行為、種苗法第２条第５項に定める行為、著作権法第２条第１項第１５号及び

同項第１９号に定める行為並びにノウハウの使用をいう。 
 
（知的財産権の帰属） 
第１２条 本契約締結の際に、受託者が、事務請負者を通じ、国総研に対し、次の各号の規定をいずれも

遵守する旨の確認書を提出したときは、国は当該委託研究に係る知的財産権を受託者から譲り受けな

いことができるものとする。 
 一 受託者は、当該委託研究に係る発明等を行った場合には、遅滞なく第１４条の規定に基づいて、そ

の旨を事務請負者に報告する。 
 二 受託者は、国が適正な対価を支払う場合においては、当該知的財産権を実施する権利を国に許諾す

る。 
 三 受託者は、国が公共の利益のために特に必要であるとして当該知的財産権の無償での実施許諾を

求める場合には、これに応じる。ただし、通常の公共事業への活用は含まれない。 
 四 受託者が、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知的財産権を相当期

間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、国が当該知的財産権の活用

を促進するために特に必要があるとして、当該知的財産権を実施する権利を第三者に許諾することを

求めるときは、これに応じる。 
２ 受託者が、前項に規定する書面を提出しない場合、国は、当該知的財産権を受託者から無償で譲り受

けるものとする。 
３ 受託者は、前項の譲渡を、特許権、実用新案権、意匠権及び育成者権に係る権利にあっては出願時に、

回路配置利用権に係る権利にあっては、申請に先立って行うものとし、知的財産権帰属届出書並びに

次の各号に掲げる書類を、事務請負者を通じて国総研に提出しなければならない。 
 一 受託者の従業員又は役員（以下「従業員等」という。）の行った発明等に係る知的財産権を受ける

権利を受託者が承継した旨を記載した書面。 
 二 前号の知的財産権を受ける権利を受託者が国に無条件で譲渡する旨を記載した書面。 
 三 第一号に係る発明等の範囲、内容等を記載した書面。 
４ 受託者は、第１項の書面を提出したにもかかわらず同項各号の規定のいずれかを遵守しておらず、そ

のことについて正当な理由がないと国総研が認める場合、当該知的財産権を無償で国に譲り渡さなけ

ればならない。 
５ 事務請負者には、当該委託研究に係る知的財産権は帰属しない。事務請負者は、当該委託研究に係る

知的財産権について帰属、移転、名義登録、実施許諾、担保設定、質権設定、差押え、引当、先使用

権その他いかなる権利主張も行わず、また第三者に行わせない。 
 
（知的財産権の管理） 
第１３条 受託者は、前条第２項に該当する場合、前条第３項の書類を提出した後、事務請負者の指示に

従い、当該委託研究に係る発明等について、国のために次の各号に掲げる手続きを行うものとする。 
 一 特許権、実用新案権、意匠権又は育成者権に係る権利にあっては、出願から権利の成立に係る登録

まで必要となる手続 
 二 回路配置利用権にあっては、申請から権利の成立に係る登録までに必要な手続 
 三 プログラム等の著作物にあっては、申請から権利の成立に係る登録までに必要な手続 
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２ 事務請負者は、前項の場合において、受託者に対し、受託者が当該産業財産権の出願又は申請、審査

請求及び権利の成立に係る登録までに要したすべての経費を別途支払うものとする。 
３  受託者は、当該委託研究に係る国の名義の産業財産権等の登録後に生じた問題等の解決のため、事務

請負者を通じ、協力の要請があった場合には速やかに対応することとする。 
 
（知的財産権の報告） 
第１４条 受託者は、当該委託研究に係る産業財産権に関する出願又は申請を行ったときは、出願の日か

ら６０日以内に、産業財産権出願通知書を事務請負者に提出しなければならない。 
２ 受託者は、前項に係る国内の特許出願、実用新案登録出願、意匠出願を行う場合には、特許法施行規

則第２３条第６項に従い、以下の記載例を参考にして、当該出願書類に国の委託研究に係る成果の出

願である旨を記載しなければならない。 
 
  【特許出願の記載例（願書面【国等の委託研究の成果に係る記載事項】欄に記入）】 
 「国等の委託研究の成果に係る特許出願（平成○年度国土技術政策総合研究所「○○」委託研究、産業

技術力強化法第１７条の適用を受ける特許出願）」 
 
３ 受託者は、第１項に係る産業財産権の設定の登録等を受けた場合には、設定の登録等の日から６０日

以内に、産業財産権通知書を事務請負者に提出しなければならない。 
４ 受託者は、当該委託研究に係るプログラムの著作物又はデータベースの著作物が得られた場合には、

著作物が完成した日から６０日以内に、著作物通知書を事務請負者に提出しなければならない。 
５ 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権を自ら実施したとき及び第三者にその実施を許諾したと

きは、実施もしくは許諾した日から６０日以内に、知的財産権実施届出書を事務請負者に提出しなけ

ればならない。 
 
（知的財産権の移転） 
第１５条 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権の全部又は一部を国以外の第三者に移転してはな

らない。ただし、書面による国の承諾を得た場合、合併若しくは分割により移転する場合又は次のイ

からハまでに規定する場合は、この限りではない。 

 イ 子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４号に規定する親

会社という。）に当該知的財産権の移転をする場合 

  ロ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律

（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受け

た者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１１条第１項の認定を受けた者）に当該知的財産権の移転を

する場合 
  ハ 技術研究組合が組合員に当該知的財産権の移転をする場合 
２ 受託者は、前項ただし書きにより知的財産権を第三者に移転しようとするときは、事前に、移転承認

申請書を事務請負者に提出しなければならない。また、この場合、受託者は、第１２条、第１３条、

第１４条、第１６条、第１７条、第１８条、第１９条及び本条の規定の適用に支障を与えないよう、

当該第三者に約させなければならない。 
  
３ 受託者は、第１項ただし書きに基づき知的財産権の移転を行ったときは、移転通知書を遅滞なく事務

請負者に提出しなければならない。 

４ 合併又は分割により移転する場合もしくは第１項のイからハの各号に該当する場合であっても、移

転先の第三者が日本国外に存する場合又は外国籍である場合には、受託者は、当該移転を行う前に事

務請負者を通じ、国の承認を受けなければならない。 
５ 受託者は、第１項の移転を行う際、次のイおよびロに規定する内容を条件として付記するものとす

る。 
イ 移転先の当該第三者が当該知的財産権移転後に日本国外に移転する場合又は外国籍となる場合には、

国からの要請があれば当該知的財産権を無償で国に譲り渡すこと。 
ロ 当該知的財産権を国に譲渡する必要があるか否かの確認は、当該第三者が日本国外に移転し又は外

国籍となる以前に行うこと。 
 
 



 

 43 

（知的財産権の実施許諾） 
第１６条 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権を国以外の第三者に実施を許諾する場合には、第１

２条第１項、第１８条及び第１９条の規定の適用に支障を与えないように当該第三者に約させねばな

らない。 
２ 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権に関し、国以外の第三者に専用実施権（仮専用実施権も含

む）若しくは専用利用権の設定その他日本国内において排他的に実施する権利の設定若しくは移転の

承諾（以下、専用実施権等の設定等」とする。）を行う場合には、専用実施権等設定承認申請書を事務

請負者を通じ国に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次のイからハまでに定める場

合には、この限りではない。 
  イ 子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４号に規定する親

会社という。）に専用実施権の設定等をする場合 
  ロ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律

（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受け

た者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１１条第１項の認定を受けた者）に専用実施権等の設定等を

する場合 
  ハ 技術研究組合が組合員に専用実施権等の設定等をする場合 
３ 受託者は、前項の専用実施権等の設定等を行ったときは、専用実施権等設定通知書を遅滞なく事務請

負者に提出しなければならない。 
４ 第２項のイ～ハ各号に該当する場合であっても、専用実施権等の設定等の相手方が日本国外に存す

る場合又は外国籍である場合には、事前に事務請負者を通じ、国の承認を受けなければならないもの

とする。 
５ 受託者は、第１項の許諾を行う際、次のイおよびロに規定する内容を条件として付記するものとす

る。 
イ 許諾先の当該第三者が許諾期間中に日本国外に移転する場合又は外国籍となる場合には、国からの

要請があれば許諾の取り消しに同意すること。 
ロ 当該知的財産権の許諾取り消し要請があるか否かの国への確認は、当該第三者が日本国外に移転す

る又は外国籍となる以前に行うこと。 
 
（知的財産権の放棄） 
第１７条 受託者は、当該委託研究に係る知的財産権を放棄する場合は、当該放棄を行う前に、その旨を

国に通知しなければならない。 
 
（知的財産権の帰属の例外） 
第１８条 委託契約の目的として作成される報告書等の著作権は、すべて当然に国に帰属する。ただし、

第１１条第１項第３号のプログラム等の著作権については、第１２条ないし前条の例による。 
２ 前項の規定により著作権を国が取得し又は受託者から国が移転を受ける場合において、当該著作物

を受託者が自ら創作したときは、受託者は著作者人格権を行使しないものとし、当該著作物を受託者

以外の第三者が創作したときは、受託者は当該第三者が著作者人格権を行使しないように必要な措置

をとるものとする。 
 
（ノウハウの指定） 
第１９条 受託者は、国総研と速やかに協議の上、報告書に記載された研究成果のうち、ノウハウに該当

するものを指定するものとする。 
２ ノウハウの指定に当たっては、秘匿すべき期間を明示するものとする。 
３ 前項の秘匿すべき期間は、受託者が国総研と協議の上、決定するものとし、原則として、当該委託研

究完了の翌日から起算して５年間とする。ただし、指定後において必要があるときは、受託者は国総

研と協議の上、秘匿すべき期間を延長し、又は短縮することができる。 
 
（職務発明規程の整備） 
第２０条 受託者は、この契約の締結後速やかに従業員等が行った発明等が委託研究を実施した結果得

られたものであり、かつ、その発明等をするに至った行為がその従業員等の職務に属する場合には、

その発明等に係る知的財産権が受託者に帰属する旨の契約をその従業員等と締結し、又はその旨を規

定する職務規程を定めなければならない。 
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（残存物件の返還） 
第２１条 受託者は、委託研究の実施により生じた残存物件の返還については、成果品の引き渡し前に国

と協議の上、国の指示に従うものとする。 
 
（契約の解除及び違約金等） 
第２２条 事務請負者は、受託者が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 
 一 その責に帰すべき事由により、実施期間内に委託研究が完了しないとき、又は完了する見込がない

と明らかに認められるとき。 
 二 前号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができない

と認められるとき。 
 三 「国土技術政策総合研究所研究活動における不正行為への対応に関する規程」（平成３０年４月１

６日国総研達第２４号）に規定する研究活動の不正行為を行ったと認められるとき。 
 四 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成２０年１０月２１

日国土交通省制定）等の公的研究費に係る国の定める指針等に対して重大な違反となる行為を行った

と認められるとき。 
 五 受託者（受託者が共同研究体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同

じ。）が次のいずれかに該当するとき。 
   イ 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下この号において「暴力団対策法」

という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 
    ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は

暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
   ハ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 
   ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 
   ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 
    へ 下請契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 
    ト 受託者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場

合（へに該当する場合を除く。）に、事務請負者が受託者に対して当該契約の解除を求め、受託者がこ

れに従わなかったとき。 
２ 受託者は、前項の規定により事務請負者が契約を解除したときは、委託料の限度額の１０分の１に相

当する金額を違約金として事務請負者の指定する期限までに納付しなければならない。 
 
（委託料の経理及び監査） 
第２３条 受託者は、委託料の経理について、当該委託に係る支出の実績を確認できる根拠資料又は証拠

書類（以下「証拠書類等」という。）に基づく支払実績額により受払報告書を整備し、証拠書類等とと

もに保管しなければならない。 
２ 受託者は、実施計画書に記載された各費目相互間の流用（各費目相互間における金額の２割以内の変

更を除く。）をしてはならない。ただし、書面により事務請負者の承諾を得たときは、この限りでない。 
３ 受託者は、委託研究実施期間中の委託料の経理状況について、第２四半期及び第３四半期終了後３０

日以内に事務請負者に報告しなければならない。 
４ 事務請負者は、必要と認めるときは、受託者に対して委託研究実施期間中の委託料の経理状況につい

て監査し、資料の提出を求めることができる。 
５ 受託者は、第１項の帳簿及びその収支内容を証する証拠書類を、委託研究終了の年度の翌年度から５

年間保管しなければならない。 
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（秘密の保持） 
第２４条 受託者は、委託研究の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 
 
（成果の公表） 
第２５条 委託研究の内容及び成果の公表にあたっては、次の各号の通りとする。 
 一  公表する内容については、委託研究完了時（委託研究実施期間内においては公表しようとするとき）

に、知的財産権及びノウハウの保護の観点から、公表の可否、公表する範囲について事務請負者が国

総研の承諾を得て、受託者と協議して決するものとする。 
 二 受託者は、委託研究の内容及び成果を公表しようとするときは、前号で協議した内容に従うととも

に、公表前に事務請負者を通じ国総研に報告しなければならない。この場合、受託者は、特段の理由

がある場合を除き、その内容が国総研の委託研究の結果得られたものである旨を明示しなければなら

ない。 
 三 前号の報告をしなければならない期間は、委託研究の実施年度の終了の翌日から起算して５年間

とする。ただし、事務請負者が国総研の承諾を得て、受託者と協議してこの期間を延長し、又は短縮

することができるものとする。 
 
（原契約の解除による解除権） 
第２６条 原契約が解除された場合は、その解除理由の如何を問わず、事務請負者は本契約を解除するこ

とができる。 
２ 前項において、原契約の解除が事務請負者の責に帰する事由によるものである場合、本契約の解除に

よって受託者に生じた損害は、事務請負者が賠償するものとする。 
 
（原契約終了後の対応） 
第２７条 本契約に基づく委託研究の実施中に原契約が終了した場合、その終了理由の如何を問わず、本

契約に基づく既発生の権利義務が国総研(国）に移転することを、事務請負者及び受託者は承諾する。 
２ 前項により国総研(国）に本契約の事務請負者の契約上の地位が移転したときは、受託者および事務

請負者は、国総研に対し、委託研究の継続のための事務引き継ぎその他必要な協力をするものとする。 
 
 
（補 則） 
第２８条 この契約書に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、必要に応

じて事務請負者と受託者とが協議して定めるものとする。 

 

 

 本契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

 

 

     令和  年  月  日 
 
 
         委託者  茨城県つくば市旭１番地 
             支出負担行為担当官 
               国土技術政策総合研究所長  ○○ ○○  印 
 
 
 
         受託者  住所 
 
                        氏名                     印 
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最終改正 令和８年８月３１日 

国総研企第３２７号 

国総研企調第９１号 

 

 

国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 委 託 研 究 取 扱 要 領  
 
 

（実施計画書等の提出） 
第１２条 支出負担行為担当官は、前条第１項の依頼を行った受託者から、受託研究承諾書（様式８）

に実施計画書（様式９）、作業日程表（様式１０）、四半期別必要経費内訳書（様式１１）、研究代表

者通知書（様式１２－１）、経歴書（様式１２－２）、研究担当者一覧（様式１２－３）及びその他必

要な書類を添付して提出させるものとする。ただし、概算払を行わないものについては、四半期別必

要経費内訳書の提出を省略させることができるものとする。また、受託者が業務の一部（「主たる部

分」を除く。）を第三者へ委任し、又は請け負わせようとするときは、再委託（変更等）承諾申請書

（様式１３）を提出させるものとする。 
 ２ 前項の規定は、事務請負者方式により委託研究を実施する場合について準用する。 この場合におい

て、前項中「支出負担行為担当官」とあるのは「事務手続支出負担行為担当官」と、「前条第１項」

とあるのは「前条第２項」と、「添付して提出させる」とあるのは「添付して事務請負者を経由して

提出させる」と、「再委託（変更等）承諾申請書（様式１３）を提出させる」とあるのは「再委託（変

更等）承諾申請書（様式１３）を事務請負者を経由して提出させる」と読み替えるものとする。 
 
（契約の締結） 
第１３条 支出負担行為担当官は、受託者から前条第１項の規定により書類の提出を受けたときは、そ

の内容を審査し、別紙委託研究契約書により契約を締結するものとする。 
 ２ 事務手続支出負担行為担当官は、前条第２項の規定により読み替えて適用する前条第１項の規定

により受託者から事務請負者を経由して書類の提出を受けたときは、その内容を審査するものとす

る。 
３ 事務手続支出負担行為担当官は、前項に規定する審査により内容が適当であると認めたときは、事

務請負者に対して、受託者と委託研究にかかる契約を締結するよう指示を行うものとする。 
 
（委託研究実施期間中の経理状況確認） 
第１４条 支出負担行為担当官は、前条第１項の規定による契約の締結後、第２四半期終了時及び第３

四半期終了時に、受託者から受払報告書（様式１４）に必要な書類を添付して提出させるものとする。

ただし、特に認めたときは、この限りでない。 
  ２ 前項の規定は、前条第３項の規定により契約を締結した場合について準用する。この場合におい

て、前項中「支出負担行為担当官」とあるのは「事務手続支出負担行為担当官」と、「前条第１項」

とあるのは「前条第３項」と、「添付して提出させるものとする。」とあるのは「添付して事務請負者

を経由して提出させるものとする。」と読み替えるものとする。 
 

※国土技術政策総合研究所と契約する場合の例 

（抄） 
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（完了報告書等の提出） 
第１５条 支出負担行為担当官は、受託者が第１３条第１項の規定による契約に係る委託研究を完了し

たときは、遅滞なく、完了報告書（様式１５）に、受払報告書、成果品、残存物件報告書（様式１６）

を添付して、提出させるものとする。  
２ 支出負担行為担当官は、受託者が次条第４項に規定する補正命令に基づき委託研究を完了したと

きは、遅滞なく、補正完了報告書（様式１５に準ずる様式）に、成果品、受払報告書及び残存物件報

告書を添付して、提出させるものとする。 
 ３ 第１項の規定は、第１３条第３項の規定により契約を締結した場合について準用する。この場合

において、第１項中「支出負担行為担当官」とあるのは「事務手続支出負担行為担当官」と、「第１

３条第１項」とあるのは「第１３条第３項」と、「添付して、提出させる」とあるのは「添付して、

事務請負者を経由して提出させる」と読み替えるものとする。 
 
（検 査 等）  
第１６条 支出負担行為担当官は、前条第１項の完了報告書及び成果品の提出を受けたときは、自から

又は国土技術政策総合研究所会計事務取扱細則（平成 13 年国総研会第 210-2 号。以下｢細則｣とい

う。）第３７条（港湾空港事務を除く。）又は国土技術政策総合研究所会計事務取扱細則（港湾空港）

（平成１８年国総研管第１９８号。以下「細則」（港湾空港）という。）第２３条（港湾空港事務に限

る。）に基づき補助者（以下｢検査職員｣という。）に命じて、検査を行うものとする。 
 ２ 検査職員は、前項の規定による検査の結果、合格と認めたときは、細則第３９条（港湾空港事務

を除く。）又は細則（港湾空港）第２４条（港湾空港事務に限る。）に定める検査調書を支出負担行為

担当官に提出するものとする。 
 ３ 検査職員は、第１項の規定による検査の結果、不合格と認めたときは、検査調書に次の事項を付

記して、支出負担行為担当官に提出するものとする。 
一 不合格とした理由  
二 措置等についての意見  

４ 支出負担行為担当官は、第１項に規定する検査の結果、不合格としたときは、受託者に補正を命

じるものとする。  
５ 第１項及び第２項の規定は、前条第２項の場合に準用する。  
６ 事務手続支出負担行為担当官は、前条第３項の規定により読み替えて適用する前条第１項の規定

により受託者から事務請負者を経由して書類の提出を受けたときは、検査を行うものとする。  
７ 事務手続支出負担行為担当官は、前項の規定による検査の結果、合格と認めたときは、事務請負

者を経由して受託者に通知するものとする。  
８ 事務手続支出負担行為担当官は、第６項の規定による検査の結果、不合格としたときは、事務請

負者を経由して受託者に補正を命じるものとする。  
９ 前条第２項の規定は、前項の規定により事務請負者を経由して受託者に補正を命じた場合につい

て準用する。この場合において、前条第２項中「支出負担行為担当官」とあるのは「事務手続支出

負担行為担当官」と、「第４項」とあるのは「第８項」 と、「添付して、提出させる」とあるのは「添

付して、事務請負者を経由して提出させる」と読み替えるものとする。  
１０ 第６項及び第７項の規定は、前項の規定により読み替えて適用する前条第２項の規定により提

出を受けた場合について準用する。この場合において、第６項中「前条第３項」とあるのは「第９
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項」と、「前条第１項」とあるのは「前条第２項」と読み替えるものとする。 
 
（成果の公表）  
第１７条 受託者が委託研究の成果を公表しようとする場合は、事前に委託者に公表内容等を報告するも

のとする。また、公表に当たっては、受託者に特段の理由がある場合を除き、その公表内容が当該委

託研究の成果であることを明示するものとする。 
 
（特許権等の知的財産権の帰属）  
第１８条 受託者が委託研究を実施した結果得られる成果に係る特許権、特許を受ける権利、実用新案権、

実用新案登録を受ける権利、意匠権、意匠登録を受ける権利、回路配置利用権、回路配置利用権の設

定の登録を受ける権利、育成者権、品種登録を受ける地位、プログラムの著作物の著作権及びデータ

ベースの著作物の著作権（以下「特許権等」という。）の取扱いにあたっては、原則として産業技術

力強化法（平成 12 年法律第 44 号）第１７条（以下、「日本版バイ・ドール条項」という。）を適用

するものとする。 
２ 前項の日本版バイ・ドール条項の適用に当たっては、受託者に帰属した特許権等について、国が適正

な対価を支払う場合には当該特許権等を利用する権利を国に許諾することを受託者に約させるもの

とする。 
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（様式８） 

受託研究承諾書  

 

番         号 

令和  年  月  日 

 

 

 

   支出負担行為担当官 

        国土技術政策総合研究所長 殿 

 

 

                                     （受託者） 

                                      住  所 

 

                                      氏  名                           印 

 

 

「    件       名    」の受託について 

 

    令和  年  月  日付け国総研会第   号をもって依頼のあった標記について

は、下記書類を添付して、承諾します。 

 

 

記 

 

 

      （添付書類） 

 

    １．実 施 計 画 書       １ 部 

 

    ２．作 業 日 程 表              １ 部 

 

    ３．研究代表者通知書及び経歴書               １ 部  
 
    ４．研 究 担 当 者 一 覧              １ 部 
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（様式９） 

実  施  計  画  書  

 

      １．受託研究の名称  
 

      ２．委託料    ￥  
 

      ３．履行期限         令和  年  月  日  
 

      ４．経費の内訳 

（単位：円） 

項  目 金  額 積  算  内  訳 摘  要 

（直接費） 

人 件 費 

 

（直接経費） 

諸謝金 

 

旅費 

 

庁費 

 

  備品費 

 

   借料及損料 

 

   印刷製本費 

 

 賃金 

 

   会議費 

 

 外注費 

 

 その他 

(率計上を除く) 

 

 

（間接費・一般管

理費等） 

 
  諸経費 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小 計 
 
消 費 税 相 当 額 
 
合     計 
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（様式１０）  

作業日程表  

１．受託研究の名称 

 

２．受  託   額  ￥  

 

３．履 行  期  間  自  契約の翌日  ～   至  令和  年   月   日  

 

区    分  ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 
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（様式１１） 

四半期別必要経費内訳書  

  

１．受託研究の名称 

（単位：円） 

区    分  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 計 摘    要  
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（様式１２） 

研究代表者通知書  

 

 

 受託の名称 

 

 

  上記受託研究の研究代表者を下記のとおり定めたので、経歴書を添えて届け出します。 

 

 

 

記 

 

 

  研究代表者名 
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（様式１２－２） 

経 歴 書  

 

 

１．氏  名                （  年  月  日生） 

 

２．本  籍     都・道・府・県  
 
３．最終学歴   

 

４．経  歴   
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（様式１２－３） 

研究担当者一覧  

 

 

受  託  研  究  の  名  称  
 
受    託    額   ￥  
 
 
 標記の受託研究については、下記の研究代表者及び研究担当者で実施するものである。  
 また、研究代表者及び研究担当者については、「国土技術政策総合研究所研究活動にお

ける不正行為への対応に関する規程」（平成 30 年 4 月 16 日制定国総研達 24 号）に規定す

る応募制限者になっていないことを申告する。  
 
 

令和  年  月  日     
住  所     
名称 代表者名                  

印  
 
 

記  
 
 

研究代表者  ○○  ○○   （    所  属  等   ）  
研究担当者  ○○  ○○   （    所  属  等   ）  

   ○○  ○○   （    所  属  等   ）  
   ○○  ○○   （    所  属  等   ）  
   ○○  ○○   （    所  属  等   ）  
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（様式１３） 

再委託（変更）承諾申請書 

  
                                                         令和  年  月  日 

  支出負担行為担当官 

      国土技術政策総合研究所長 殿  

  
                                        （受注者） 

                     住 所 

                                          氏 名                      印 

  
   ○○業務委託契約（委託金額 金○○円、税込み）に関して、下記のとおり業務の一部を再

委託いたしたく、契約書第３条第３項に基づき申請するので、手続き方お願いします。 

  
                                           記 

  
   １．再委託予定者の住所、名称、氏名 

   ２．再委託する業務の内容（具体的に記載すること） 

   ３．再委託する業務の契約金額（予定） 

   ４．再委託する必要性及び再委託予定者を選定した理由 

   ５．再委託に係る履行体制に関する書面（別紙） 

   ６．その他発注者が必要と認める書類 
 

 
 

再委託（変更）承諾書 

 

                             令和  年  月  日 

   受注者氏名              殿 

  
 申請のあった上記については、承諾したので、その旨通知する。なお、承諾内容等に変更等

を生じる場合は、あらかじめ協議すること。 

   また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。 

   ①受注者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。 

   ②受注者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を提出させた場合は、適

切に保管し、事後において履行の確認ができるように徹底すること。 

   ③受注者は、発注者（支出負担行為担当官等）からの求めに応じ、②の書類の写しを提出す

ること。  
 
                            支出負担行為担当官 

                  国土技術政策総合研究所長 ○○ ○○   印 
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（様式１３－１） 

１．再委託予定者 ２．再委託する業務の内容 ３．再委託する業務の契約金額 

（予定） 

４．再委託する必要性及び再委託予定者を選定した理由 

●●県●●市・・・ 

A●●(株) 

代表者 ●● 

GPR 計測・・・ 5,000,000 当社は GPR 計測車両を有しておらず、計測に必要な技術も

ないことから・・・。再委託先である A●●(株)は、空洞調査

の経験及び実績を有し・・・・。 

神奈川県・・・ 

B●●(株) 

MMS・・・  ．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・  

●●県●●市 

C●●(株) 

計測データ解析補助・・・ ．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・  

●●県●●市 

D●●(株) 

TV カメラ調査・・・ ．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・  
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（様式１３－２） 

履行体制に関する書面 

  
                                                         令和  年  月  日 

 

                                        （受注者） 

                     住 所 

                                          氏 名                      印 

  
 

 
 

（備 考）本様式は、適宜加除して差し支えないものであるが、次の項目は必須事項とする。  

              ①再委託の相手方の氏名（若しくは代表者氏名）  

               ②再委託の相手方の住所  

               ③再委託を行う業務の範囲（若しくは内容）  

 

(再委託先１）

○○○有限会社

（受注者） 住所、TEL:

××株式会社 代表者氏名：

（再委託先２）

○○○株式会社

（共同実施者） 住所、TEL:

△△株式会社 代表者氏名：

（再委託先３）

○○○合資会社

（共同実施者） 住所、TEL:

□□株式会社 代表者氏名：

（再委託先○）

担当業務範囲
若しくは内容

△△に関する□□地区
基礎調査

担当業務範囲
若しくは内容

計測データ解析補助

担当業務範囲
若しくは内容

TVカメラ調査

・・・・　・・・・
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（様式１４－１） 
 

決  裁  欄 
             受払報告書 

          （令和○○年○月分から令和○○年○月分まで） 
   

   

 

件名  実施期間 （自） （至） 

受託料  備考  

 

項        目 実施計画額 支出額 残 額 備    考 

１．  人 件 費     

２．  諸 謝 金     

３．  旅   費     

４．  備 品 費     

５．  消 耗 品 費     

６．  借 料 及 損 料     

７．  印 刷 製 本 費     

８．  通 信 運 搬 費     

９．  光 熱 水 料     

１０． 賃   金     

１１． 会 議 費     

１２． 外 注 費     

１３． 諸 経 費     

１４． 技 術 経 費     

                   計     

項目別内訳書及び各支出が確認できる書類（業務従事日誌、領収書の写し等）を添付する 
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（様式１４－２）項目別内訳書 
 

項 目      

 取引日  伝票番号    取    引    先             内         訳 受入額 支出額 残 額   備    考 

  国土交通省 国土技術

政策総合研究所 

受託研究（一般）      

        

        

        

○月計        

累計        

        

        

        

○月計        

累計           

        

        

○月計         

累計        

 「受払報告書」の項目別に受入額と支出額の差し引きが各月毎に確認できるように作成する 
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（様式１４－３） 
 

業 務 従 事 日 誌 

（令和○○年○月分） 

 

  件 名                  

       決  裁  欄        

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名                   （印）  

日付 曜日 始業時刻 終業時刻 実働時間 業 務 内 容 

 １      

 ２      

 ３      

  ４      

 ５      

 ６      

  ７      

 ８      

 ９      

１０      

１１      

１２      

１３      

１４      

１５      

１６      

１７      

１８      

１９      

２０      

２１      

２２      

２３      

２４      

２５      

２６      

２７      

２８      

２９      

３０      

３１      

       合    計   

 委託研究に係る業務に従事した時間を抽出して記載する 
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（様式１５） 

                                                          令和  年  月  日 

 

 

   支出負担行為担当官 

    国土技術政策総合研究所長 殿 

 

 

                                   （受託者） 

                                    住  所 

                                    氏  名                          印 

 

 

 

完了報告書  

 

 

          令和  年  月  日付け契約した下記の受託研究は、完了したので 

        下記書類を添えて報告します。 

 

 

                                       記 

 

 

        １．受託研究の名称 

 

        ２．受  託  額       ￥ 

 

        ３．添 付 書 類 

 

               (1)成 果 品             １式 

 

               (2)受 払 報 告 書             １部 

 

               (3)残存物件報告書             １部   →該当ない場合は削除 
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（様式１６） 

残存物件報告書  

 

１．受託研究の名称 

（単位：円） 

物  件  名 規    格 単 位 単 価 金 額 取得年月日 摘      要 
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（様式１７－１） 

請 求 書（完了払） 

 

 

                   ￥                               

 

 

           但し、                                                  として 

 

         契約書第１０条の規定により請求します。 

 

 

 

 

                          令和  年  月  日 

 

 

                              住  所 

 

                              氏  名                                印 

 

 

 

           官署支出官国土技術政策総合研究所 

              総 務 部 長               殿 

 

 

 

                 （振込先） 

銀行名              銀行           支店 

預金種類  

口座番号  

口座名義  
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（様式１７－２） 

請 求 書（概算払） 

 

 

 

                   ￥                               

 

 

           但し、                                                  として 

 

         契約書第１１条の規定により、第 四半期分を請求します。 

 

 

 

 

                          令和  年  月  日 

 

 

                              住  所 

 

                              氏  名                                印 

 

 

           官署支出官国土技術政策総合研究所 

              総 務 部 長               殿 

 

 

                 （振込先） 

銀行名              銀行           支店 

預金種類  

口座番号  

口座名義  
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知的財産権に関する手続の流れ 
 
 

 
 
 

 

 
 

【知的財産権の報告】  
 
 
（産業財産権の出願等の日から 60 日以内） 

 
 

 
（産業財産権の設定の登録等の日から 60 日以内） 

 
 
 
（プログラムやデータベースの著作物が完成した日から 60 日以内） 

 
 

 

（知的財産権を第三者に移転する場合、移転を行う前） 

 
 

 

（専用実施権の設定等をする場合） 

 
 

 

 

  

（契約時（必要に応じて））  確認書（様式１８） 
届け出あり  

知的財産権は受託者に帰属（※） 知的財産権帰属届出書（様式１９） 

提出なし  

産業財産権出願通知書（様式２０）  

（特許権等申請前）  

産業財産権通知書（様式２１）  

著作物通知書（様式２２）  

知的財産権実施届出書（様式２３）  

（知的財産権の自らの実施及び、第三者に 

実施を許諾した日から 60 日以内） 

移転承認申請書（様式２４）  移転通知書（様式２４－２）  

（知的財産権を第三者に移転する場合、移転完了後） 

専用実施権等設置承認申請書（様式２５）  専用実施権等設定通知書（様式２５－２）  

（専用実施権の設定等の完了後） 

・受託者は、国が適正な対価を支払う場合においては、当該

知的財産権を実施する権利を国に許諾する。 

・受託者は、国が公共の利益のために特に必要であるとして

その理由を明らかにして求める場合には、無償で当該知的

財産権を実施する権利を国に許諾する。 

ただし、本号に通常の公共事業への活用は含まれない。 

・この図 は、「 道 路 政 策 の質 の向 上 に資 する技 術 研 究 開 発 」 への応 募 等 に資 することを目 的 に、新 道 路 技 術 会 議 事 務 局 において作 成 したものである。  

・ 様 式 番 号 は国 総 研 が委 託 研 究 の実 施 のために定 めている様 式 、条 文 番 号 は委 託 研 究 契 約 書 (案 )を示 す。  

第 12 条第 1 項  

第 12 条第 2 項  

第 14 条 

第 1 項  

第 14 条 

第 3 項  

第 14 条 

第 4 項  

第 14 条第 5 項  

第 15 条第 2 項  第 15 条第 3 項  

第 16 条第 2 項  第 16 条第 3 項  

知的財産権は委託者に帰属（※）
（ ※ 受 託 者 、委 託 者 の共 有 の知 的 財 産 権 とする場 合 は別 途 の手 続 きとなる）  
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資料２１ｃ 

（様式１８）         

       番         号 

       令和  年  月  日 

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

       住  所     

       名称 代表者名    印 

         

         

確  認  書 

         

         

 名称、代表者名｛機関名、役職名、氏名を記載｝（以下「受託者」という。）は、国土技

術政策総合研究所長○○○○（以下「委託者」という。）に対し下記の事項を約する。  

         

記 

         

１． 受託者は、令和○○年度｛委託研究契約書の｢委託研究の名称｣を記載｝委託契約（以

下「委託契約」という。）に係る発明等を行った場合には、遅滞なく、当該委託契約書

の規定に基づいて、その旨を委託者に報告する。 

２． 受託者は、国が適正な対価を支払う場合においては、委託契約に係る知的財産権（以

下「当該知的財産権」という。）を実施する権利を国に許諾する。                      

３． 受託者は、国が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求

める場合には、無償で当該知的財産権を実施する権利を国に許諾する。ただし、通常の

公共事業への活用はこれに該当しない。 

４． 受託者は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知的財

産権を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、

委託者が当該知的財産権の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明ら

かにして求めるときは、当該知的財産権を実施する権利を第三者に許諾する。 

５． 受託者は、上記２および３に基づき国に利用する権利を許諾した場合には、国の円滑

な権利の利用に協力する。 

６． 受託者は、委託者が上記４に基づき、当該知的財産権を相当期間活用していないこと

について理由を求めた場合には委託者に協力するとともに、遅滞なく、理由書を委託者

に提出する。 
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資料２１ｃ 

（様式１９）         

       番         号 

       令和  年  月  日 

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

知 的 財 産 権 帰 属 届 出 書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」について、下記のとおり知的財産権の承継事項が発生いたしました

ので、契約書第１４条２項の規定に基づき通知します。    

         

記 

         

１．知的財産権の種類         

         

 

２．発明等の名称         

         

 

３．添付書類         

         

 

  ｛添付書類名記載｝       

         

         

         

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            
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資料２１ｃ 

（様式２０）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長       

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

産 業 財 産 権 出 願 通 知 書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」について、下記のとおり産業財産権の出願を行いましたので、契約

書第１６条１項の規定に基づき通知します。      

         

記 

         

１．出願国         

         

２．出願に係る特許権等の種類       

         

３．発明等の名称         

         

４．出願日         

         

５．出願番号         

         

６．出願人         

         

７．代理人         

       

   

         

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                           
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資料２１ｃ 

（様式２１）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

       住  所     

       名称 代表者名     

         

         

産 業 財 産 権 通 知 書 

         

         

令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」に係る産業財産権の登録等の状況について、契約書第１４条３項の

規定に基づき、下記のとおり通知します。       

         

記 

         

１．出願国         
         
２．出願に係る特許権等の種類        
         
３．発明等の名称         
         
４．出願日         
         
５．出願番号         
         
６．出願人         
         
７．代理人         
         
８．登録日         
         
９．登録番号         

         

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            
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資料２１ｃ 

（様式２２）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

著 作 物 通 知 書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」に係る著作物について契約書第１４条４項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。         

         

記 

         

１．著作物の種類         

         

 

２．著作物の題号         

         

 

３．著作者の氏名（名称）       

  

         

４．著作物の内容         

         

         

 

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            
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資料２１ｃ 

（様式２３）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

知 的 財 産 権 実 施 届 出 書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」に係る知的財産権について、下記の通り実施しましたので、契約書

の第１６条５項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。     

         

記 

         

１．実施した知的財産権         

知的財産権の種類

及び番号 

知的財産権の名称 

 

 

 

 

         

２．実施（第三者は実施許諾した場合）      

           

         

３．契約書第１２条１項、第１６条、第１８条、及び第１９条の規定の適用に支障を与えな

いことがわかる書面（例：契約書、借用書、実施許諾書等の写し）  

 

 

 

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            
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資料２１ｃ 

（様式２４）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

     住  所     

     名称 代表者名     

         

         

移 転 承 認 申 請 書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」について、契約書第１５条２項の規定に基づき申請します。 

         

記 

         

１．知的財産権の種類         

         

２．知的財産権の名称（出願番号、登録番号等がある場合にはそれらも含む）   

         

３．移転先（社名、住所、連絡先、代表者、担当者等も含む）    

         

４．承認を受ける理由（注）       

（以下のいずれかを選択するとともに、別紙にて、その具体的な理由を記載する。） 
（１）移転先（移転先から実施許諾を受ける者を含む。以下同じ。）が、国内事業活動（製

品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等）において当該知的財
産権を利用するため         

         
（２）移転先が、海外事業活動において当該知的財産権を利用することにより、我が国に利     

益がもたらされるため       
  

         
（３）その他        

         

 

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            
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資料２１ｃ 

 （注） 

具体的な理由を、以下の要領に従って記載すること。 

①理由が（１）の場合 

国内事業活動の内容を、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、

以下に限定されるものではない。） 

  ・当該知的財産権を利用した製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提

供等の実績または具体的な計画 

  ・当該知的財産権に類する技術を用いた製品の製造またはサービスの提供の実績等 

②理由が（２）の場合 

海外事業活動の内容を、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、

以下に限定されるものではない。） 

  ・当該知的財産権を利用した製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提

供等の実績または具体的な計画 

  ・当該知的財産権に類する技術を用いた製品の製造またはサービスの提供の実績 等 

    さらに、当該知的財産権の利用により、我が国に利益がもたらされることが明確である

ことを、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下に限定さ

れるものではない。） 

  ・移転元の経営戦略における当該移転の位置づけ（国際分業戦略等） 

  ・当該移転により移転元及び我が国にもたらされる利益の見込み 等 

③理由が（３）の場合 

  当該知的財産権の移転が必要である理由を、具体的に説明する。   
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資料２１ｃ 

（様式２４の２）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

移 転 通 知 書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」について、契約書第１５条３項の規定に基づき通知します。 

        

記 

         

１．知的財産権の種類         

         

２．知的財産権の名称（出願番号、登録番号等がある場合にはそれらも含む）  

         

３．移転先（社名、住所、連絡先、代表者、担当者等も含む）   

         

４．当該移転が認められる理由（以下のいずれかを選択する。）    
（１）契約書第１５条第２項の規定に基づき、国の承認を受けたため（承認書の写しを添付
する。）         
         
（２）以下の理由により承認が不要であるため（さらに以下のいずれかの理由を選択） 
  イ 子会社又は親会社への移転であるため 
  ロ 承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの移転であるため 
  ハ 技術研究組合から組合員への移転であるため 
  ニ 合併又は分割による移転であるため     
           

５．契約書第１２条、第１３条、第１４条、第１５条、第１６条、第１７条、第１８条及び

第１９条の規定の適用に支障を与えないことがわかる書面（移転契約書の写し等） 

        

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                           
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資料２１ｃ 

（様式２５）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

          

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

専用実施権等設定承認申請書 

         

         

令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」に係る知的財産権について、下記の通り専用実施権等を設定したい

ので、契約書の第１６条２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。  

       

記 

         

１．専用実施権等を設定しようとする知的財産権について     

知的財産権の種類、

番号、及び名称 

専用実施権等の範囲 

（地域・期間・内容） 

設定を受ける者の 

名称 

  （名称・住所・代表

者・及び連絡先） 

         

２．承認を受ける理由         

（以下のいずれかを選択するとともに、様式２４の注に従って、別紙にて、その具体的な理

由を記載する。）         

（１）専用実施権等の設定を受ける者（専用実施権者から実施許諾を受ける者を含む。以下 

    同じ。）が、国内事業活動（製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービス

の提供等）において当該知的財産権を利用するため    

         

（２）専用実施権等の設定を受ける者が、海外事業活動において当該知的財産権を利用す 

      ることにより、我が国に利益がもたらされるため    

         

（３）その他         

 

 

         

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            



 

77 
 

資料２１ｃ 

（様式２５の２）         

       番         号  

       令和  年  月  日  

         

国土技術政策総合研究所長        

  ○○ ○○    殿       

  

      住  所     

      名称 代表者名     

         

         

専用実施権等設定通知書 

         

         

 令和 年 月 日付け令和 年度｛契約書委託研究の名称を記載｝委託契約に基づく開発

項目「       」について、契約書第１６条３項の規定に基づき通知します。 

       

記 

         

１．専用実施権等を設定しようとする知的財産権について     

知的財産権の種類、

番号、及び名称 

専用実施権等の範囲 

（地域・期間・内容） 

設定を受けた者の 

名称 

  （名称・住所・代表

者・及び連絡先） 

         

２．当該専用実施権等の設定が認められる理由（以下のいずれかを選択する。）  

（１）契約書第１６条第２項の規定に基づき、国の承認を受けたため（承認書の写しを添付

する。）         

         

（２）以下の理由により承認が不要であるため（さらに以下のいずれかの理由を選択す

る。） 

  イ 子会社又は親会社への専用実施権等の設定であるため 

  ロ 承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの専用実施権等の設定であるため 

  ハ 技術研究組合から組合員への専用実施権等の設定であるため"   

         

３．契約書第１２条１項、第１６条、第１８条、及び第１９条の規定の適用に支障を与えな

いことがわかる書面（専用実施権設定契約書の写し等）    

     

        

  

  ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。   

  （連絡先は２以上記載すること）     

  本件責任者（機関名・部署名・氏名）：      

  担当者（機関名・部署名・氏名）：          

  連 絡 先 １：            

  連 絡 先 ２：                            


